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「（仮称）みんなでつくる財政白書」について

策定の目的・

位置付け

計画同士の

関連性

・今後、少子高齢化による社会保障関連経費の増加や老朽化した公共施設の整備費などに多額の

負担が見込まれるなか、持続可能な財政運営を進めていくため、財政状況や財政運営上の課題を

見える化し、市民の皆さまと情報を共有しようとするものです。

・財政健全化推進計画（H26～R5）の後継として、10年後の目標や取組方針などを盛り込んだ

今後の財政運営指針となります。

・決算の状況や社会経済情勢の変化、施策・公共施設に関する方針の決定や見直しなどを踏まえて、

毎年度更新していきます。

（仮称）みんなでつくる財政白書
財政状況や課題、持続可能な財政運営の目標や取組方針など

優先的に取り組む施策、各分野の主な施策
効率的・効果的な行政運営：持続可能で自立した行政経営

☆目指すまちの姿：SDG s未来安心都市・明石 ～いつまでも すべての人に やさしいまちを みんなで～
☆まちづくりの方向性：経済・社会・環境（三側面の統合的なまちづくり）
☆行政運営の基本姿勢：更なる権限と責任に基づく持続可能で自立した行政

あかしSDG s推進計画（明石市第６次長期総合計画）

あかしSDG s前期・後期戦略計画 個別計画（各分野の展開を定める計画）

市の最上位計画
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１．財政の基礎知識

市の予算がどのように決められ、執行し、決算を迎
えるのか、さらに決算の「黒字」と「赤字」について
も、どのように考えているのかなど、財政の基礎につ
いて見ていきます。
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（１）財政の基礎知識 1 財政とは

税 金

国県支出金

使用料・手数料

基金の取崩

借 入 金

道路・公園の整備

ごみの収集・処分

小中学校の運営

こども･高齢者福祉

商工業･農業の振興

市は、市税などの歳入をもとに、様々な行政サービスを行っています。
１年間の収入を「歳入」、１年間の支出を「歳出」といいます。
この歳入・歳出を管理し、１年間の収支の実績を確認します。
これら一連の活動を「財政」と呼びます。

歳入 歳出
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１年間の収入を見積もって、使いみちを決めること

（１）財政の基礎知識 2 予算・決算 ①

予 算

実際に集められたお金を使って仕事をすること執 行

予定どおりにお金が集まり、使われたか確認すること決 算
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（１）財政の基礎知識 2 予算・決算 ②

予算とは

新しい年度が始まる前に、１年間（４月から翌年３月まで）に

どのくらいの収入があるか、その収入をもとにして、どのような

行政サービスを行うかを計画し、その費用を見積もります。

決算とは

１年間（４月から翌年３月まで）で、実際の収入（入ったお

金）と実際の支出（使ったお金）をまとめたものです。
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（１）財政の基礎知識 2 予算・決算 ③

市長は１年間の行政サービスを検討して予算案としてまとめて市議会に提案します。
市議会は提案された予算案をいろいろな面から審議して議決により予算を決めます。

市議会市 長

￥
予算提 案 議 決

市 民参画
協働

情報共有
意見交換
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（１）財政の基礎知識 3 予算の流れ

市長 各担当課 市長 市議会

予
算
編
成
方
針
の
決
定

担
当
課
の
予
算
要
求

予
算
ヒ
ア
リ
ン
グ
・
取
り
ま
と

め
調
整
作
業
・
市
長
協
議

予
算
案
確
定
・
議
会
に
提
案

議
会
で
の
審
議
・
議
決

新
年
度
予
算
ス
タ
ー
ト

市
議
会
各
会
派
と
の
意
見
交
換

9月頃 9～10月 10月 11～1月 2月 3月 4月

予算編成のスケジュール

財政部門市長
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（１）財政の基礎知識 4 会計と予算規模

会計 内容

一般会計
令和６年度予算額

1,263億円

福祉、子育て、医療、教育、防災、ごみ処理、道路や公園などの施設
整備など基本的な行政サービスを行う会計

特別会計
699億円

特定の目的のための会計
（国民健康保険事業・介護保険事業・後期高齢者医療事業など）

企業会計
262億円

自治体が民間企業に近い方針で運営する会計
（水道事業・下水道事業）

市の会計には、一般会計のほか、11の特別会計、2の企業会計を設けています。
・市の財政状況を把握する上で欠かせない、一番大きな会計であり、全般的に市民
のみなさんに関わる行政の基本的な事業の経費をまとめた一般会計を中心に財政状
況を把握していきます。
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（１）財政の基礎知識 5 決算の流れ

3月末 5月31日 6～7月 7～8月 9~10月

各年度の実際の収入と支出を整理する期間を出納整理期間といいます。
決算書は監査委員の審査を経て、議会の審査・認定を受けます。

事
業
の
完
了

予
算
の
執
行
完
了(

出
納
整
理)

実
際
の
収
支
を
整
理
・
集
計

決
算
書
の
作
成

監
査
委
員
の
審
査

財政部門各担当課各担当課 会計部門 監査部門 市議会

議
会
の
審
査
・
認
定
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（１）財政の基礎知識 6-1 決算における「黒字と赤字」①

A 歳入総額

B 歳出総額

C 歳入歳出差引（形式収支） （A－B）

D 翌年度に繰り越すべき財源

E 実質収支 （C－D）

F 単年度収支 （E－前年度のE）

G 積立金（財政基金）

H 繰上償還金

I 積立金取崩し額（財政基金）

J 実質単年度収支 （F+G+H-I)

歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた額を「形式収支」といいます。
形式収支から翌年度に繰り越すべき財源を控除した額を「実質収支」といいます。
さらに前年度の実質収支や基金によるやりくりを除いた額を「実質単年度収支」といいま

す。
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（１）財政の基礎知識 6-1 決算における「黒字と赤字」②

形式収支 決算で、歳入から歳出を単純に差し引いた額です。

実質収支

形式収支から翌年度に繰り越す財源を控除したものです。

この実質収支が、よく新聞では、明石市４〇年連続黒字といわれるもので

す。

しかし、この数字は、市の貯金を取り崩すなど、黒字となるように調整さ

れた数値です。

実質単年度収支
最終の 黒字 赤字 を表すものが実質単年度収支です。

貯金をしたり、取り崩したりするものなどを考慮したもので、実質的にその

年度のみの収支とした数値です。

Ｑ．自治体の「黒字」・「赤字」はどのように判断するの？
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（１）財政の基礎知識 6-3 決算における「黒字と赤字」③

①
翌年度に

繰り越す財源
(翌年度に使うお金)

2

② 前年度の剰余金
(前年度に余ったお金)

4

③
基金取崩額

(貯金を取り崩すこと
で手に入れたお金)

6

④ ①～③以外
(年度中の純粋な歳入)

8
歳 出 10

10

8

4

▲2

歳 入

形式収支

実質収支

単年度収支

実質単年度収支

名称 計算方法 説明

形式収支
【Ａ】

歳入－歳出
歳入から歳出を差し引いた金
額

実質収支
【Ｂ】

【Ａ】－①

年度内に終わらなかった事業
（歳出）の財源について、翌
年度に使うために控除する

単年度収支
【Ｃ】

【Ｂ】－②

前年度に余ったお金(②)の影
響をなくし、今年度だけの収
支状況とする。

実質
単年度収支

【Ｃ】－③

実質的な単年度の収支を把握
するため、前年度までに積み
立てた基金の取り崩しについ
ての影響を控除する。
※基金への積立は加算する。

各収支の説明20

「赤字」「黒字」
を表す
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（１）財政の基礎知識 7 3つの収支の状況

4 5 

18 

9 9 

16 

12 

30 

13 

7 7 
4 

19 
22 

10 

2 3 

16 

7 7 

11 

6 

16 

10 

6 6 
4 

17 

13 

7 

▲11

▲2

15

▲1
1

7

▲3

13

2

▲3

30

▲5

15

4

▲7

-20億円

-10億円

0億円

10億円

20億円

30億円

40億円

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

形式収支 実質収支 実質単年度収支

形式収支と実質収支は常にプラス

実質単年度収支はプラスとマイナスの繰り返し

H20からの3つの収支（形式収支・実質収支・実質単年度収支）の推移です。
R4は、実質単年度収支が3年ぶりの赤字となりました。

JT跡地売却収入による基金
積立30.6億円が影響
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２．決算の状況
（１）決算規模

市の決算の規模（総額の大きさ）について見ていき
ます。年度ごとの推移や、一人あたりの決算規模に置
き換えて他市と比較をします。

（本資料中の金額については、四捨五入しているため、合計と内訳
が一致しない場合があります）
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（１）決算規模（一般会計）1-1 歳入歳出決算額の推移

一般会計における歳入歳出決算額の推移についてのグラフです。
・決算の規模としては、明石駅前南地区の再開発事業（H25~H29）をはじめ、中核
市への移行（H30~）、児童相談所設置（R1~）、近年では新型コロナウイルス感染
症の対策経費（R2~）なども影響し、1,000億円を超える規模で推移しています。

904 
959 978 991 

944 

1,105 

988 
1,019 

1,075 
1,026 

1,099 
1,062 

1,471 

1,301 
1,268 

900 
953 960 983 

935 

1,089 

976 988 
1,062 

1,019 
1,092 1,058 

1,452 

1,280 1,259 

800

900

1,000

1,100

1,200

1,300

1,400

1,500

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

歳入 歳出

（億円）
決算の規模は、市の１年間の財政運営の規模を
表しています。人口の増減や仕事量によって増
減します。

中核市
へ移行

児童
相談所
設置

コロナ禍
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（１）決算規模（普通会計）1 -2 市民一人あたりの決算額（他市比較）

普通会計における市民一人あたりの決算額で他市と比較したグラフです。
・一人あたりの規模としては、明石市は近隣中核市（類似団体）より低い状況となっ
ています。

41.9

64.6

45.4
49.5

41.6

36.2
39.4

47.8

41.4

63.8

43.6
48.9

41.5

35.7
38.8

46.2

30

40

50

60

70

明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市 中核市平均

歳入 歳出
令和４年度決算

指定都市、中核市、その他の市で水準に差がある
のは、権限（仕事）に差があるからです。

指定都市 近隣中核市 近隣市

（万円）

中核市

305,404人 1,510,917人 528,459人 458,895人 482,796人 259,884人 230,788人
人口

(R5.1.1)
⇒ 358,607人 21



財務状況を分析するにあたり、他市との比較が重要となります。
比較対象は人口規模が大きい県内他市と、明石市と人口規模が近い
「類似団体（~H29 特例市 H30~中核市）」です。
類似団体と比較することで、明石市の現状を知ることができます。

普通会計 ＝ 一般会計 ＋
一部の
特別会計

自治体ごとに会計の範囲が異なるため、財政状況の比較や統一的
な把握が困難となっています。
自治体間の比較をするため、総務省の定める基準により、一般会

計を中心とした「普通会計」という区分を用いています。
・資料上、自治体間比較は「普通会計」で行っています。
・そのため、一般会計と数値が違う場合があります。(決算額や年
度推移)

明石市の場合（以下の会計を含んでいます）
・葬祭事業
・公共用地取得事業
・石ヶ谷墓園整備事業
・土地区画整理事業清算金
・母子父子寡婦福祉資金貸付事業

類似団体

語句の説明

普通会計

22



２．決算の状況
（２）歳入の状況

次に、市の「歳入」(収入）について見ていきます。
歳入は、収入ごとにいろいろな区分があります。
それぞれの区分ごとに、明石市の状況や他市との比

較をしていきます。

23



（２）歳入の状況 1-1 歳入の内訳

歳入項目 内 容

市税 市民税や固定資産税、都市計画税などの税金

譲与税・交付金 国税や県税のうち、市に配分されるお金

地方交付税
地方自治体ごとの税収等の財源の格差を調整するために、国から配分
されるお金

国県支出金
特定の事業（学校の改修工事など）に対して、国や県から使い道を指
定して交付されるお金

負担金・使用料等
保育所の保護者負担金や、市営住宅や駐車場などの使用料、住民票・
市税証明書の発行手数料など

市債
公共施設の整備などの建設事業を行う際の財源として、市が国や銀行
などから借り入れたお金

その他
寄附金や市有財産の貸付・売払、前年度からの繰越金、基金（貯金）
を取り崩したお金、上記どこの項目にも該当しないお金

まず、歳入の内訳として、どのようなものがあるのかを見ていきます。
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（２）歳入の状況 1-2 歳入決算額

市税

447億円

(35%)

譲与税・交付金

92億円

(7%)

地方交付税

150億円

(12%)

国県支出金

416億円

(33%)

負担金・使用料等

23億円

(2%)

市債

73億円

(6%)

その他

68億円

(5%)

最も大きな割合を占め
るのが市税で35%で
す。
国や県からの交付金の
収入で全体の50％以
上を占めています。

令和４年度

歳入決算額

1,268億円
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（２）歳入の状況 1-3 歳入決算額の推移

420
398

391
397 396 400 406 405 416 414 426 440 436 437 447

87 89 108 113 107 101 98 97 94 86 96 102 108 149 150158 224 234 227 217 282 251 269 284 268 267 294

673
465 416

77
106 111 112 92

208
96 104 133 117 104 94

114

87 73

904
959 978 991

944

1,105
988 1,019 1,075

1,026
1,099 1,062

1,471

1,301 1,268

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

市税 譲与税・交付金 地方交付税 国県支出金 負担金・使用料等 市債 その他

市税の総額は増加傾向
H20のリーマンショックに
よる景気後退に伴う市税の減少

次に、歳入決算額の推移についてのグラフです。
・決算規模は、H25に1,000億円を越え、さらにR2以降は、国県支出金は、新型コ
ロナウイルス感染症対策の補助金等により、大幅に増加しました。

（億円）

土地開発公社解散に伴い、公社保有土
地について、代物弁済による取得のた
めの財源として約89億円を市債借入

国の一人１０万円を給付する特別
定額給付金の影響による増加
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（２）歳入の状況 1-4 歳入構成比の推移

46% 41% 40% 40% 42% 36% 41% 40% 39% 40% 39% 41% 30% 34% 35%
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4% 4% 3% 3%

3%
4% 6% 5% 6% 5% 5%

5%
7% 7%

10%
9% 11% 11% 11%

9%

10% 10%
9% 8% 9%

10%

7%

11% 12%

17%
23% 24% 23% 23%

26%

25% 26% 26% 26%
24% 28%

46%
36% 33%

4% 4% 3% 3% 3%
3%

4% 3%
3% 3%

3%

3%
1% 2% 2%8% 11% 11% 11% 10% 19%

10% 10% 12% 11%
9%

9% 8% 7% 6%
11% 8% 7% 9% 8% 4% 6% 5% 6% 6%

11%
4% 3% 3% 5%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

市税 譲与税・交付金 地方交付税 国県支出金 負担金・使用料等 市債 その他

（％）

歳入の構成比について年度間比較をしたグラフです。
・市税収入が構成比の40％以上を占めていましたが、R2以降は、新型コロナウイル
ス感染症対策に伴う国・県からの補助金等の増加により、40％を下回っています。

市税の総額は増加傾向であるが、
構成比は減少傾向
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（２）歳入の状況 1-5 歳入の構成比（他市比較）

35% 32%
41% 36%
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7%
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12%
8%
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30%
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100%

明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市 中核市平均

市税 譲与税・交付金 地方交付税 国県支出金 負担金・使用料等 市債 その他
（％）

令和４年度決算

歳入の構成比を他市と比較しています。
・明石市の特徴として、市税の構成比が比較的低く、地方交付税や国県支出金の割合
が高い状況で、国・県の財源を活用した財政運営であることがわかります。

近隣中核市 近隣市指定都市中核市 28



（２）歳入の状況 1-6 財源の性質（財源の分類）

歳入は、2種類（自主財源と依存財源、一般財源と特定財源）の分類ができます。
・自主財源と依存財源

収入の視点での分類（自ら集めることが出来るかどうか）
・一般財源と特定財源

活用の視点での分類（使い道が決まっているかどうか）

自主財源

依存財源

一般財源

歳入項目の分類

特定財源

市税
負担金・使用料等

譲与税・交付金
地方交付税

国県支出金
市債
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（２）歳入の状況 1-7 財源の性質（自主財源と依存財源）

さらに詳細に自主財源と依存財源について見ていきます。

自主財源

依存財源

市税、体育館や会議室など施設を利用する際の使用
料、住民票や市税証明書を交付する際の手数料など、市
が自主的に集めることができる収入をいいます。

道路や施設をつくるときに交付される国や県からの補
助金や、国などから借りる市債、国税・県税のうち市に
配分される交付金や譲与税など、市では調達することが
できない収入をいいます。
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（２）歳入の状況 1-8 自主財源・依存財源の構成割合

市税

447億円

(35%)

負担金・使用料等

23億円

(2%)その他

68億円

(5%)

譲与税・交付金

92億円

(7%)

地方交付税

150億円

(12%)

国県支出金

416億円

(33%)

市債

73億円

(6%)

自主財源

538億円

42%

依存財源

730億円

58%

令和４年度歳入決算額 1,268億円

次に「自主財源」と「依存財源」の構成割合についてのグラフです。
・市税などの「自主財源」が42％と半分以下であり、財政運営の面では、国・県な
どの「依存財源」に頼る財政運営となっていることが分かります。

31



（２）歳入の状況 1-9 自主財源・依存財源の推移
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自主財源 依存財源

依存財源は増加傾向

JR大久保駅の南の市有地（JT跡地）
の売却収入(約67億円)による増

さらに、歳入の「自主財源」「依存財源」の推移です。
・「自主財源」については、大きく変動はないものの、「依存財源」が増加したこと
により、歳入総額は増加しています。

（億円）
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（２）歳入の状況 1-10 自主財源・依存財源の構成割合の推移

60%

52% 49% 50% 52%
43%

50% 47% 47% 48% 52% 48%
34%
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66% 61% 58%
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自主財源 依存財源（％）

H20リーマンショックによる
市税の減少の影響

R2~R4新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大に伴う
国県支出金の増加

歳入の「自主財源」「依存財源」の構成割合の推移です。
・リーマンショック以降、地方交付税などの増や、近年ではコロナ関連の国県支出金
など「依存財源」の増により、「自主財源」の割合は40％前後となっています。
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（２）歳入の状況 1-11 歳入の構成割合（他市比較）
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自主財源 依存財源令和４年度決算

近隣自治体と財源の構成比を比較しています。
・中核市平均や近隣自治体と比較すると、依存財源の割合が高く、自主財源の比率が
低いことが分かります。
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（２）歳入の状況 1-12 財源の性質（一般財源と特定財源）

次に、一般財源と特定財源についても、詳しく見ていきます。

一般財源

特定財源

市税や地方交付税のように、使い道が特定されてお
らず、どのような経費にも使用することができる財源
を一般財源といいます。

市が受け取る時点で、使い道が特定されるものを特定
財源といいます。特定の事業目的のために活用できる財
源で、国県支出金、市債などがあります。
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（２）歳入の状況 1-13 一般財源・特定財源の構成割合

市税

447億円

(35%)

譲与税・交付金

92億円

(7%)地方交付税

150億円

(12%)

その他の一般財源

64億円

(5%)

国県支出金

414億円

(33%)

負担金・使用料等

18億円

(1%)

市債

43億円

(3%)

その他の特定財源

40億円

(3%)

一般財源

753億円

59%

特定財源

515億円

41%

令和４年度歳入決算額 1,268億円

次に一般財源と特定財源の構成割合について見ていきます。
・使い道が自由な一般財源が全体の約60％を占めており、自治体がさまざまな行政
ニーズに適切に対応するためには、一般財源の確保が重要です。
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（２）歳入の状況 1-14 一般財源・特定財源の推移
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一般財源 特定財源

コロナ対策に伴う国県支出金
（特定財源）の増加

コロナによる国県支出金が増加

市税や地方交付税が増加

土地開発公社解散に伴い、約89億円の
市債（特定財源）の借入による増加

次に、歳入の一般財源・特定財源の構成の推移について説明します。
・近年では、市税や地方交付税などの一般財源が増加し、さらにコロナの影響による
国県支出金などの特定財源も増加しています。

（億円）
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（２）歳入の状況 1-15 一般財源・特定財源の構成割合
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56%
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新型コロナウイルス
感染症の影響

土地開発公社解散に伴う
市債（特定財源）の増加

歳入の一般財源と特定財源の構成割合の推移についてのグラフです。
・一般財源は、65％前後で推移していましたが、近年ではコロナ関連の国県支出金
など特定財源の増加により、一般財源の構成割合は減少しています。
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（２）歳入の状況 1-16 一般財源・特定財源の構成（他市比較）
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一般財源 特定財源令和４年度決算

次に、一般財源・特定財源の構成による自治体間の比較をしていきます。
・一般財源の構成比は、中核市平均を上回っており、近隣中核市と同程度となってい
ます。
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（２）歳入の状況 1-17 一般財源・特定財源の市民一人あたりの決算額

市税

14.6万円

(35%)

譲与税・交付金

3.0万円

(7%)
地方交付税

4.9万円

(12%)

その他の一般財源

2.1万円

(5%)

国県支出金

13.6万円

(33%)

負担金・使用料等

0.6万円

(1%)

市債

1.4万円

(3%)

その他の特定財源

1.3万円

(3%)

一般財源

24.6万円

59%

特定財源

16.9万円

41%

令和４年度

市民一人あたり

41.5万円

市民一人あたりの歳入決算額についての一般財源・特定財源のグラフです。
・市民一人あたりの歳入決算額は41万5千円です。自治体間の比較で、どのような特
徴があるのかを見るため、決算額÷人口 で算出しています。
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（２）歳入の状況 1-18 市民一人あたり一般財源・特定財源（他市比較）
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明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市 中核市平均

一般財源 特定財源 合計
令和４年度決算

市民一人あたりの一般財源・特定財源を自治体間で比較しています。
・市民一人あたりの一般財源・特定財源は、ともに中核市平均や近隣中核市を下回る
規模となっています。

（万円）
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（２）歳入の状況 1-19 市民一人あたり一般財源の推移（他市比較）

市民一人あたりの歳入一般財源の推移を自治体間で比較したグラフです。
・使い道が自由である一般財源は、神戸市をはじめ、類似団体平均や、近隣中核市よ
りも低い状況です。
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明石市 神戸市

姫路市 尼崎市

西宮市 加古川市

宝塚市 類似団体平均

（万円）

類似団体：~H30特例市 R1~中核市
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（２）歳入の状況 2-1 市税の内訳

次に、市税の内訳として、どのようなものがあるか見ていきます。

市民税

※個人市民税は、県民税と合わせて
住民税と呼ばれます。

個人市民税・・・個人の前年の所得
に応じてかかる税

法人市民税・・・市内の事業所等に
かかる税

固定資産税・・・土地・家屋・償却資産（事業
用の機械等）にかかる税

都市計画税・・・市街化区域内の土地・家屋
にかかる税

市たばこ税・・・たばこ製造者等が市内の小売
販売業者に売り渡したたばこ
にかかる税

事業所税・・・市内の事業所等で事業を行う法
人または個人にかかる税（人口
が30万人以上となったことによ
り、H30.7より課税開始）

軽自動車税・・・原動機付自転車・オートバ
イ・軽自動車などにかかる税
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（２）歳入の状況 2-2 市税の決算額

個人市民税

169億円

(38%)

法人市民税

31億円

(7%)

土地

59億円

(13%)

家屋

82億円

(18%)

償却資産

31億円

(7%)

交付金

都市計画税

35億円

8%

軽自動車税

5億円 (1%)

市たばこ税

17億円

(4%)

事業所税

16億円

(4%)

市民税

200億円

45%

固定資産税

174億円

39%

令和４年度 市税決算額

４４７億円

合計

209億円

47％

次に、市税の構成割合について見ていきます。
・R４市税決算では、市民税（個人市民税・法人市民税の合計）が45％、固定資産
税・都市計画税の合計が47％で、市税の大部分を占めていることが分かります。

44



（２）歳入の状況 2-3 市税の推移
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H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

個人市民税 法人市民税 固定資産税 都市計画税

軽自動車税 市たばこ税 事業所税

H30より事業所税の課税開始

リーマンショックの影響

次に市税総額の推移についてのグラフです。
・近年では、個人市民税や固定資産税が増加し、H30からは事業所税の課税が開始
されたことなどにより市税全体が増加しています。

（億円）

45



（２）歳入の状況 2-4 人口増加と市税の推移
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個人市民税 固定資産税(土地・家屋) 都市計画税 事業所税 人口

人口の増減と比較的関連性が高い、個人市民税、固定資産税(土地・家屋)、都市
計画税及び事業所税の４税と、人口の推移を表したグラフです。
・これらの市税は、安定的な財政運営を担っていく上で重要な収入です。

（億円） （人）

※固定資産税・都市計画税には法人分が含まれています
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（２）歳入の状況 2-5 人口と市税収入の推移（他市比較）

住民基本台帳人口（人） 個人市民税（億円） 固定資産税（億円）
市民１人あたり市税収入（千円）
(市税収入全体÷住民基本台帳人口)

市 H26.1.1 R5.1.1 増減率 H25 R4 増減率 H25 R4 増減率 H25 R4 増減率

明石市 297,003 305,404 +2.8% 153 169 +10.1% 160 174 +8.4% 134.5 146.4 +8.8%

神戸市 1,552,829 1,509,916 △2.8% 908
1,286
(※)

+41.6% 1,089 1,173 +7.7% 174.3
208.0
(※)

+19.4%

姫路市 533,868 528,459 △1.0% 268 299 +11.5% 424 447 +5.4% 174.7 187.5 +7.3%

西宮市 482,506 482,796 +0.1% 365 421 +15.3% 309 334 +7.9% 172.0 188.8 +9.8%

尼崎市 466,034 458,313 △1.7% 227 261 +14.7% 337 353 +4.7% 164.5 180.2 +9.5%

加古川市 271,426 259,884 △4.3% 136 141 + 3.6% 181 189 +4.3% 143.6 156.1 +8.7%

宝塚市 234,290 230,788 △1.5% 162 173 + 6.8% 133 137 +2.7% 149.5 158.0 +5.7%

（※神戸市は教職員給与負担事務の税源移譲(県民税の2%)による影響あり）

・明石市は、人口が増加しており、特に固定資産税が他市よりも高い増加率となっています。

・他市においても、人口が減少しているにもかかわらず、市税収入は増加しています。

⇒人口以外にも市税収入に影響を与える要因があると考えられます。
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（２）歳入の状況 2-6 市税収入等の増加要因

歳入の種類 人口の増加による影響 人口の増加以外の要因

個人市民税
・納税義務者数の増加
（所得等に応じて）

・一人あたり所得の増加
・納税義務者数の増加
（退職年齢引き上げ、女性の社会進出）

・徴収率の向上

固定資産税（個人分）
都市計画税

・納税義務者数の増加
（土地･家屋の資産価値に応じて）

・地価の上昇
・徴収率の向上

事業所税
・人口30万人以上で課税
（H25：課税なし⇒ R4：16億円）

－

※その他
・地方交付税、地方消費税交付金の増加
（国勢調査人口が、主な算定基礎）

人口に関連する主な歳入項目

・市税収入等の増加に影響を与えている要因は次のとおりです。
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（２）歳入の状況 2-7 市民一人あたりの市税の推移

5.5 5.4
5.1

5.0 5.1 5.2 5.1 5.2 5.3 5.3 5.3 5.5 5.5 5.4 5.5

1.5 0.9 0.8 1.1 1.2 1.1 1.2 1.1 1.3 1.0 1.1 1.0 0.8 0.9 1.0

5.6 5.5 5.6 5.6 5.4 5.4 5.5 5.5 5.5 5.6 5.6 5.6 5.6
5.7 5.7

1.1
1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.1 1.2

0.5
0.5 0.5 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 0.6

0.1 0.6 0.5 0.5
0.514.3

13.5 13.3 13.5 13.3 13.5 13.6 13.6 13.9 13.7
14.0 14.5 14.3

14.3 14.6

0

5

10

15

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

個人市民税 法人市民税 固定資産税 都市計画税

軽自動車税 市たばこ税 事業所税

リーマンショックの影響

次に、市民一人あたりの市税の推移についてのグラフです。
・H21からの数年間は、個人市民税・法人市民税が落ち込み、その後緩やかに増加
しています。近年は事業所税が加わり、増加傾向となっています。

（万円）
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（２）歳入の状況 2-8 市民一人あたりの市税（他市比較）
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明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市

個人市民税 法人市民税 固定資産税(土地)

固定資産税(家屋) 固定資産税(償却) 都市計画税
軽自動車税 市たばこ税 事業所税（万円）

令和４年度決算

市民一人あたりの市税（R4決算額）を近隣市と比較したグラフです。
・明石市の特徴として、個人市民税や固定資産税（土地・家屋）が、近隣市と比較し
て低くなっていることが分かります。
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（２）歳入の状況 2-9 市民一人あたり市税の推移（他市比較）

市民一人あたりの決算額の推移について近隣市と比較しています。
・明石市は、一人あたりの市税の決算額は、類似団体平均や、近隣市の中では低く
なっている状況です。なお、近年は全ての市で増加傾向となっています。
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姫路市 尼崎市

西宮市 加古川市

宝塚市 類似団体平均

兵庫県から神戸市へ教職員給与負担事務が移
譲されたことに伴う税源移譲（県民税の所得
割2％）による増加

類似団体：~H29特例市 H30~中核市

（万円）
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（２）歳入の状況 2-10 納税義務者数の推移 ①
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納税義務者数 人口に占める納税義務者数

個人市民税の納税義務者数の推移についてのグラフです。
・近年は人口に占める納税義務者数の割合が増加しています。

（万人）
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（２）歳入の状況 2-11 納税義務者数の推移 ②
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固定資産税 都市計画税

固定資産税・都市計画税の納税義務者数の推移についてのグラフです。
・納税義務者数の増加に伴い、固定資産税及び都市計画税が増加しています。

（納税義務者数：人）（億円）
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（２）歳入の状況 2-12 市税徴収率の推移（他市比較）
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神戸市 明石市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市

コロナの影響により、納税が困難
な方への徴収猶予があり、市税徴
収率が下がっています。

明石市の徴収率は、滞納整理の強化
（滞納者への早期のアプローチ）や納
付環境の整備（コンビニ納付・スマホ
決済）などにより、全体的に増加傾向

市税徴収率の推移について、近隣市と比較しています。
・近隣市と比較して徴収率は、わずかに下回るものの、同程度となっています。

（％）
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（２）歳入の状況 3-1 地方交付税の概要

地方交付税は、どの自治体の住民も標準的な行政サービスを受けられるように、所
得税や消費税などの国税を一定基準で再分配することで、自治体間の財源の不均衡を
調整するものです。

地方交付税の種類
普通交付税・・・財源不足団体に交付されるもの
特別交付税・・・普通交付税で捕捉されない自然災害など特別の財政需要に対し

交付されるもの

地方交付税の性格・・・本来は自治体の税収入とすべきですが、国が国税として徴
収し、一定の基準により再配分するもので、いわば「国が
地方に代わって徴収する地方税」という性格があります。
地方交付税は、一般財源です。
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（２）歳入の状況 3-2 普通交付税の算定

普通交付税は次の算式で計算されます。

◇基準財政需要額・・・標準的な人件費、行政経費を算定

◇基準財政収入額・・・標準的な税率、徴収率で地方税収入を算定

算定のイメージ

普通交付税額＝基準財政需要額－基準財政収入額

基準財政需要額 １００

基準財政収入額 ６０
普通交付税
４０

（普通交付税が交付されない団体）

・基準財政収入額が基準財政需要額を上回る団体へ
は普通交付税は交付されません。（不交付団体）

基準財政需要額

基準財政収入額
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留保財源

25％分 20

（２）歳入の状況 3-3 基準財政収入額の算定

さらに細かく基準財政収入額の算定方法について見ていきます。

算定のイメージ

基準財政需要額 １００

基準財政収入額 ６０
普通交付税

４０

基準財政収入額の算式

基準財政収入額＝（標準的な税収入） × 75％＋地方譲与税等

個人・法人市民税、固定資産税、市たばこ税、軽
自動車税、事業所税、地方消費税交付金 (従来
分：税率5％時代の1％分) など

自動車重量譲与税、地方揮発油譲与税、地方
消費税交付金（社会保障財源充当分：税率改定分
5％のうち1.2％）などは100％算入

【不算入税目】 入湯税、都市計画税、法定外税

基準財政収入額に算入されない、税収の残
り25％を「留保財源」といいます。
・税収の全額を普通交付税に算入しないこ
とにより、自治体の自主性・独立性を保障
し、自主財源である市税等の税財源を確保
することを促しています。
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（２）歳入の状況 3-4 基準財政需要額の算定

地方交付税は、国税である法定４税（所得税、法人税、酒税、消費税）に一定の
率（法定率）を乗じた分などを原資として、各自治体に交付されています。
・H13以降、国の交付税総額が不足する場合、国と地方で折半し、地方分について
各団体で地方債を発行して補てんすることとされました。この地方債が「臨時財政
対策債」と呼ばれるものです。

《臨時財政対策債への振替額の普通交付税の算定》

交付税総額の不足額を臨時財政対策債とし、臨時財政対策債へ振り替えた額を控除した額
を基準財政需要額（振替後）として、普通交付税の額が算定されています。

基準財政需要額（振替後）８５

基準財政収入額 ６０

臨時財政対策

債振替額１５

普通交付税

２５
合計４０

交付税総額の不足額

H13以降、国の交付税総額の不足
に伴い、臨時財政対策債への振替
が続いてきたことが、市債の残高
が高止まりしている要因となって
います。
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（２）歳入の状況 3-5 臨時財政対策債の発行

臨時財政対策債の普通交付税（基準財政需要額）への算入と、借り入れた臨時財
政対策債の償還（借金の返済）について、イメージをしたグラフです。
・臨時財政対策債は、１００％が普通交付税に算入することとされ、自治体の財政
運営に支障が生ずることのないよう措置されています。
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（億円）
利子相当分（上）
元金相当分（下）

臨時財政対策債の普通交付税への算入

2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0
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借入1年後 2年後 3年後 4年後 5年後 6年後 7年後 8年後 9年後 10年後 11年後 12年後 13年後 14年後 15年後 16年後 17年後 18年後 19年後 20年後

（億円） 利子（上）
元金（下）

臨時財政対策債の翌年度以降の借金返済（40億円を借入20年間で毎年均等で返済した場合の元金と利息）

普通交付税への算入額は、全国一律の算入方法であるため、借入利
率や償還方法は、実際の借入条件とは異なっており、実際の公債費
（借金の返済額）と一致しません。

➡
ただし
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（２）歳入の状況 3-6 地方交付税の推移

11 10 11 11 10
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中核市移行分 児童相談所設置分 通常分（中核市移行分と児童相談所設置分を除く） 国勢調査人口

地方交付税の年度推移についてのグラフです。
・地方交付税は、５年に一度の国勢調査の人口を算定基準としている項目が多くあ
り、算定額が人口に影響を受けていることが分かります。

（億円） （人）
R2国勢調査人口

H27国勢調査人口

H22国勢調査人口H17国勢調査人口

中核市移行（H30~）児童相談所設置（R1~）
中核市や児童相談所を運営する財源は、国県支出金もありますが、
地方交付税でも措置されています
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（２）歳入の状況 3-7 市民一人あたりの地方交付税等（他市比較）
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明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市 中核市平均

臨時財政対策債 地方交付税
令和４年度決算

次に、市民一人あたり地方交付税を自治体間で比較してみます。
・先ほど確認した市民一人あたり市税は低い状況でしたが、地方交付税及び臨時財
政対策債の合計は、神戸市を除き、他市比較では高い状況で、国の財政措置に依存
した財政運営であることが把握できます。

（万円）
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（２）歳入の状況 4-1 譲与税・交付金の内訳

地方譲与税 地方揮発油（きはつゆ）譲与税・・ガソリンの取り扱い数量
自動車重量譲与税・・車検証の交付や車両番号の指定、軽自動車の届出数
森林環境譲与税・・・一人あたり年1,000円
特別とん譲与税・・・外国貿易船のトン数

利子割・配当割交付金 預貯金の利子、株式の配当

株式等譲渡所得割交付金 株式などの売買によって得た所得

地方消費税交付金 国内取引や外国貨物の引取 税率10％のうち、2.2％が「地方消費税」

自動車税環境性能割交付金 自動車の取得価額（環境性能等に応じて税率０％~３％が決定）

法人事業税交付金 法人事業税の収入額の7.7％

地方特例交付金 住宅ローン控除などによる自治体の減収を補填する

交通安全対策交付金 道路交通法に基づく反則金

地方交付税の他にも、国や県から交付されるお金で市の財政運営を賄っています。
その一つが譲与税・交付金で、いろいろなものに課税され交付されています。
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（２）歳入の状況 4-2 譲与税・交付金の推移
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地方譲与税 利子割・配当割・株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金 自動車税環境性能割交付金ほか

法人事業税交付金(R2~) 地方特例交付金

交通安全対策交付金

次に、譲与税・交付金の推移についてのグラフです。
・譲与税・交付金は、一般財源として自由に活用できる財源です。特に地方消費税交
付金が、地方消費税率の改定により増加しています。

（億円）

H26.4~消費税率5％⇒8％
（うち地方分1％⇒1.7％）

R1.10 消費税率8％⇒10％
（うち地方分1.7％⇒2.2％）
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（２）歳入の状況 4-3 地方消費税交付金

譲与税・交付金の推移のグラフのうち地方消費税交付金については、
この10年間で、30億円⇒60億円以上と2倍以上に増加しているというこ
とは、財源にゆとりが出てきているのでしょうか。
消費税率の改定 ~H26.３： 5％ うち地方消費税 1％

H26.4~： 8％ うち 〃 1.7％ 1.2％
R1.10~： 10% うち 〃 2.2％ の増加

地方消費税率の引上げの趣旨としては、税率引き上げ分については、主
に今後も増加が見込まれる「社会福祉、社会保険及び保健衛生に関する
施策」に活用することとなっています。

64



（２）歳入の状況 4-4 地方消費税交付金の使途
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保健衛生(疾病予防)

社会保険(国保・介護・後期高齢者医療)

社会福祉(生活保護・児童・母子・障害・高齢者福祉)

地方消費税交付金(H26.4引き上げ分)

具体的に、地方消費税交付金の使途の推移について見ていきます。
・地方消費税交付金の引き上げ分の交付額は増加していますが、対象経費がさらに増
加している状況で、増額分のみをもってすべてを賄うことはできていません。

（億円）
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（２）歳入の状況 5-1 負担金・使用料等の内訳

次に、負担金・使用料等の内訳として、どのようなものがあるのかを見ていきます。

分担金及び負担金・・・市が行う特定の事業の財源として、その事業により利益を
受ける人から受益の範囲において徴収するお金です。
主なものは保育所の保育料、老人ホーム入所負担金などで
す。

使用料及び手数料・・・施設の利用などの対価としてその利用者等に支払っていただ
証紙収入 くお金です。

主なものは、住宅使用料(市営住宅の家賃)、駐車場や会議室等
の施設利用料、戸籍や住民票の発行手数料、納税証明手数
料、許認可等を市に申請する際の手数料などです。
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（２）歳入の状況 5-2 負担金・使用料等の推移
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分担金及び負担金 使用料及び手数料 市独自の第2子以降の保育料
の無償化の影響により負担
金が減少
※公立保育園の保育料の科目
替により使用料が増加

R1.10～国の幼児教育・保育の
無償化が開始され、幼稚園、
保育所、認定こども園等の保
育料が無償化
※3歳以上と住民税非課税世帯
の2歳までの子どもが対象

※公立分

次に、負担金・使用料等の推移についてのグラフです。
・H28.9月から第２子以降の保育料の無償化や、R1.10月からの国の幼児教育・保育
の無償化による保育料の減により、負担金や使用料が減少しています。

（億円）
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（２）歳入の状況 5-3 市民一人あたりの負担金・使用料等(他市比較)
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使用料及び手数料 分担金及び負担金令和４年度決算

次に、市民一人あたり負担金・使用料等を自治体間で比較してみます。
・明石市独自の施策である第2子以降の保育料の無償化により、負担金・使用料等は
ともに他市よりも低い状況です。

（万円）
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（２）歳入の状況 6 国県支出金の推移
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国庫支出金 県支出金

新型コロナウイルス感染症
への対応として、一人あた
り１０万円を給付する特別
定額給付金（303億円）の影
響により増加

低所得世帯や子育て世帯
に対する給付金など新型
コロナウイルス感染症の
対策の影響が残る

次は、国県支出金の推移についてのグラフです。
・国県支出金は、特定の目的のために活用するために、国や県から交付されるお金
で、生活保護、保育所等運営、障害者支援など福祉施策をはじめ、公共施設や道路
整備のためなど目的が指定されています。

（億円）
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（２）歳入の状況 7-1 寄附金の推移
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ふるさと納税寄附金

その他の寄附金

H30：返礼品の種類が135種類（それまでは１種類）に増加
R1：285種類 R2：333種類 R3：478種類 R4：506種類

ふるさと納税寄附金はH20に開始
H20～H29は200万円から600万円程度で推移

次は、寄附金の推移についてのグラフです。
・寄附金は、ふるさと納税の増加により、近年増加しています。寄附金による応援
を受けながら実施する事業にとっては、欠かせない財源となっています。

（億円）

70



（２）歳入の状況 7-2 ふるさと納税寄附金と税額控除

他市在住の方が、明石市に寄附することにより寄附金が増加しますが、明石市民
が他市に寄附をすることにより、税金が一部控除され、明石市の市税収入が減少す
ることになります。
入ってくるお金と出ていくお金の収支の近年の状況ですが、R1以降、実質的な収

支は黒字となっています。
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実質的に出ていくお金（市税の流出額－地方交付税措置額(市税流出額の75％)）

（億円）

71



（２）歳入の状況 8-1 繰入金の推移

次は、繰入金の推移についてのグラフです。
・特に３基金（財政基金、減債基金、特別会計等財政健全化基金）は、決算状況等に
応じて取り崩し、一般会計に繰り入れて活用しています。
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特別会計等財政健全化基金繰入金(特別会計等の財政の健全な運営のための基金)

減債基金繰入金(市債の返済のための基金)

財政基金繰入金(年度間の収支不足を補う基金)

（億円）

3基金繰入額
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（２）歳入の状況 8-2 3基金繰入額と実質単年度収支の推移

次は、3基金繰入額と実質単年度収支の推移について見ていきます。
・大きな土地売払があったH30を除き、３基金繰入金と実質単年度収支は、反対の
動きをしています。また、実質単年度収支は黒字と赤字を繰り返しています。
・赤字ばかりだと基金が取り崩され続ける一方で、黒字ばかりだと税金が有効活用
されず行政サービスが不十分とも捉えられるため、長期的には自然な動きといえま
す。
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（２）歳入の状況 9-1 市債の推移
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臨時財政対策債

減収補てん、退職手当、第三セクター等改革推進債

投資的経費の財源

土地開発公社清算に伴い、
公社保有土地について、代
物弁済による取得額相当の
市債を89億円借入

退職手当の財源とするため
市債を14億円借入
残りは市税の減収補てん分

市民病院の独立行政法人化に向けた債務超過解消のための出資金相当額の借入

次に、市債の借入額の推移のグラフです。
・市債は、この間大きな変動はありませんが、臨時財政対策債の借入が50億円程度
あり、借入額が減少しない要因となっています。

（億円）

減収補てん、退職手当、第三セクター等改革推進債・・・市税の減収分や退職手当分(H21)、土地開発公社清算(H25)にあたり借り入れた市債など
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（２）歳入の状況 9-2 投資的事業の財源としての市債の推移
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その他（消防施設、農林水産、商工など）

教育債（小・中・高等学校校舎など）

土木債（道路、橋、海岸、公園など）

衛生債（ごみ処理場、パッカー車など）

民生債（保育所など）

総務債（庁舎、コミセン、市民会館など）

明石駅前再開発

次に、公共施設整備など投資的経費の財源となる市債の借入額の推移です。
・投資的経費の財源は、土木債では、明石駅前再開発事業(H25~H28)をはじめ、山
陽電鉄立体交差事業(~H30)、八木松陰線(~H29)・山手環状線(~H30)など都市計
画道路の完了や、市営住宅の必要戸数の見直しによる建替えの中止などにより減少
しています。近年では、民生債で保育所等の整備などにより増加しています。

（億円）
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自主財源・依存財源では、国や県からの交付金などの依存財源の割合が全体の半分
以上を占めています。
一般財源・特定財源の構成割合では、使いみちが自由である一般財源が、中核市平
均よりも高い状況です。
一般財源の確保が市の独自の施策を進める上で重要となります。

（２）歳入の状況 10-1 歳入のまとめ①

ここまで説明してきた歳入について、まとめていきます。

譲与税・交付金は、地方消費税交付金が増加しているものの、社会福祉、社会保険
などの経費の増大により、増額分をもって賄うことが出来ていない状況です。

市税は、個人市民税や固定資産税が増加傾向であり、さらに人口が30万人以上と
なり、事業所税の課税がH30から開始されました。
市民一人あたりの決算額を近隣自治体と比較すると、個人市民税や固定資産税な

どは低い状況となっています。
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地方交付税は、５年に一度の国勢調査人口の影響を大きく受けています。
市民一人あたりの地方交付税を他市比較した場合、他市より高い状況で、国の財

政措置に依存した財政運営となっています。
市債の臨時財政対策債は、普通交付税に全額算入されているものの、実際の借入

条件の不一致により、借金の返済額と地方交付税措置額が一致していません。

（２）歳入の状況 10-1 歳入のまとめ②

負担金・使用料等は、市独自の第2子以降の保育料の無償化や国の幼児教育・保育
の無償化の開始により、減少しています。

市債は、臨時財政対策債の増加が、市債残高が減少しない要因となっています。今
後、本庁舎の建替えや新ごみ処理施設の整備の市債の借入が増加することにより、
市債残高が増加する見込みです。

寄附金は、ふるさと納税寄附金により、入ってくるお金、税額の控除により市外に
出ていくお金の状況を把握し、財政運営に支障がないように努める必要がありま
す。
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２．決算の状況
（３）歳出の状況（性質別経費）

次に、市の「歳出」(支出）について見ていきます。
歳出は、経費ごとにいろいろな区分があります。
それぞれの区分ごとに、明石市の状況や他市との比

較をしていきます。
まず、歳出を性質別に分けて確認していきます。
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（３）歳出の状況 1-1 歳出の分類（性質別経費）

義務的経費

人件費

扶助費

公債費

職員に支払われる給与や議員報酬など

子育て世帯や障害者への支援、生活に困った人を支える経費

市の長期の借金の支払いなどの経費

投資的経費 道路や公園、学校などの新設・改修費や災害復旧などの経費

その他の

行政経費

繰出金

物件費

補助費等

その他

一般会計から他会計へ支出する経費

消耗品費、備品購入費、委託料などの消費的な経費

地域組織や団体などに対する補助金、負担金、報償費など

公共施設の維持費、基金（貯金）積立金、市からの貸付金など

「性質別経費」・・・「どんなことに使ったのか」という観点での分類
（人件費・扶助費など）

「目的別経費」・・・「何のために使ったのか」という観点で分類
（土木費・教育費など）

まずは、性質別経費の分類です。
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（３）歳出の状況 1-2 性質別経費の決算額

人件費

207億円

(16%)

扶助費

430億円

(34%)

公債費

116億円

(9%)

投資的経費

84億円

(7%)

繰出金

115億円

(9%)

物件費

175億円

(14%)

補助費等

98億円

(8%)

その他

34億円

(3%) ・性質別経費で最も割合が大
きいのは、扶助費(34％)で、
次に人件費(16％)です。
これらに公債費(9％)を合わせ
た「義務的経費」が、全体の
約6割を占めています。

義務的経費
（人件費・扶助費・公債費）

投資的経費

その他経費
（繰出金・物件費・
補助費等・その他）

令和４年度

歳出決算額

1,259億円
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（３）歳出の状況 1-3 性質別経費の推移
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人件費 扶助費 公債費 投資的経費 繰出金 物件費 補助費等 その他（億円）

性質別経費の決算額の推移についてのグラフです。
・特徴として、扶助費が毎年増加しています。その他の経費については、一時的な
増減はありますが、大きな変動はありません。

扶助費は一貫して増加傾向

明石駅前再開発
（H25～H28）

職員費の一部が物件費から
人件費へ科目替え

国民一人あたり10万円を
支給する特別定額給付金
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（３）歳出の状況 1-4 性質別経費の構成比
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人件費 扶助費 公債費 投資的経費 繰出金 物件費 補助費等 その他

扶助費が増加

歳出の性質別経費の構成比のグラフです。
扶助費が増加していることから、その他の性質別経費については、金額が増加し

た場合でも、構成比としては相対的に減少傾向にあります。
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（３）歳出の状況 1-5 性質別経費の市民一人当たりの決算額

人件費

6.8万円

(17%)

扶助費

14.1万円

(34%)

公債費

3.8万円

(9%)

投資的経費

2.7万円

(7%)

繰出金

3.8万円

(9%)

物件費

5.7万円

(14%)

補助費等

3.2万円

(8%)

その他

1.1万円

(3%)

令和４年度

市民一人あたり

41.2万円

市民一人あたりの性質別経費の決算額です。
・市民一人あたりの歳出決算額は41万２千円です。自治体間の比較で、どのような
特徴があるのかを見るため、決算額÷人口 で算出しています。

83



（３）歳出の状況 1-6 性質別経費の市民一人当たり自治体間比較
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人件費 扶助費 公債費 投資的経費 繰出金 物件費 補助費等 その他

市民一人あたりの性質別経費を自治体間で比較したグラフです。
・市民一人あたりの比較では、中核市平均や近隣中核市を下回る規模となっていま
す。

（万円）
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（３）歳出の状況 1-7 性質別経費の財源内訳
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国・県支出金 その他の特定財源 市債 一般財源

国や県の補助金を多く活
用しています

投資的事業には市債を借り
ることができます

一般財源は、歳入の市税
等の一般財源を活用して
いることを表していま
す。

性質別経費が、どのような財源で賄われているのかを表したグラフです。
・扶助費は他の経費に比べて、国・県支出金の割合が大きく、投資的経費は市債の
割合が大きく、一般財源は少なくなっています。

（億円）
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（３）歳出の状況 2-1 義務的経費の推移

性質別経費のうち、人件費、扶助費、公債費を合わせて、「義務的経費」と呼び
ます。このグラフは、過去15年間の義務的経費の推移を表したものです。
・近年は、扶助費の増加により、義務的経費の割合がやや高くなっています。
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( )内は歳出総額に占める義務的経費の構成比（億円）
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義務的経費は、職員の給与や法令に基づいた支出、借金の返済など、
削減することがなかなか難しい経費です。

経常的（固定的）な経費が大きくなると、市が自由に使えるお金が不
足してしまい、福祉施策や、公共施設の老朽化対策など、その他の目的
に使えるお金が減ってしまうことになります。
これを「財政の硬直化」といいます。

義務的経費 ＝ 人件費 ＋ 扶助費 ＋ 公債費

（３）歳出の状況 2-2 義務的経費の増加による財政の硬直化
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（３）歳出の状況 2-3 義務的経費の構成比（他市比較）

義務的経費の構成比の推移を他市と比較したグラフです。
・明石市の特徴としては、近年では、義務的経費の構成比は、近隣市の平均を少し
上回る水準となっています。
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明石市

国民一人あたり10万円を支給す
る特別定額給付金により、義務的
経費以外の経費が増加した

尼崎市

姫路市
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（３）歳出の状況 3-1 正規職員数（特別会計・企業会計を含む）の推移

義務的経費のうち人件費に関係する正規職員数の推移を見ていきます。
・正規職員数は、民間委託や業務の見直しなどにより減少していましたが、中核市
移行に伴い必要な専門職を採用したことなどにより、近年では、横ばいを維持して
います。
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正規職員数(中核市分除く) 正規職員数（中核市分） 平成30年4月中核市移行
・県から約2,000の事務の移管があるため、
前年より移行準備として専門職を採用。

・保健所、動物センターの開設により薬剤
師、獣医師、福祉職員などを採用。

正規職員数の段階的削減
平成31年4月児童
相談所設置

（人）
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（３）歳出の状況 3-2 正規職員（特別会計・企業会計を含む）人件費の推移

正規職員の人件費の推移についてのグラフです。
・職員数の減少とともに人件費は減少してきました。中核市移行後は、職員の適正
配置などにより、横ばいとなっています。

（億円）
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（３）歳出の状況 3-3 総職員数の推移

次は、総職員数の推移のグラフです。
・総職員数は、正規職員に加え、60歳定年退職者を65歳まで採用する再任用をはじ
め、任期付・会計年度任用職員※（R2~）などの非常勤職員の人数です。
・中核市移行による専門職の採用などに加え、R2以降は感染症対策や待機児童対策
に伴う非常勤職員の採用により増加しています。

2,531 2,496 2,466 2,398 2,354 2,276 2,217 2,124 2,066 2,051 2,017 1,995 1,955 1,945 1,933 1,925 1,910 1,900 1,931 1,924 1,932 
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正規職員 定年退職者の再任用、任期付・会計年度任用職員等

（人）
※R2以降、会計年度任用職員制度の開始により、これまで総数に含まれていなかった職種(臨時用務員、臨時警備員等)を総数にカウント
したことによる増加を含む。
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（３）歳出の状況 3-4 総職員の人件費

総人件費の推移のグラフです。
・総人件費は、減少傾向にありましたが、中核市移行に伴う専門職の採用や、コロ
ナ感染症の対策や待機児童対策に伴う非常勤職員の増員のほか、人事院勧告※を踏ま
えた給料月額の増額などにより、10億円程度増加しています。

（億円）
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育のための幼稚園教諭、中学校３５人学級や小中
一貫学校導入による臨時教諭など
②人事院勧告

※人事院勧告：公務員と民間企業の従業員の給与水準を均衡させることを目的に、原則毎年実施する処遇改善等のための仕組みです。

92



（３）歳出の状況 3-5 市民一人あたりの人件費（他市比較）

市民一人当たりの人件費を他市と比較します。
・明石市は、近隣市と同程度の水準です。
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（３）歳出の状況 3-6 ラスパイレス指数と平均給料月額（他市比較）

ラスパイレス指数（一般的な国家公務員の給料月額を１００とした場合の地方公
務員一般行政職の給与水準を算出した数字）と一般行政職の平均給料月額の他市比
較です。明石市のラスパイレス指数は、近隣市と同等の水準です。
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（３）歳出の状況 4-1 扶助費の推移

義務的経費の２つ目、扶助費についてです。
・児童福祉費と社会福祉費（主に障害福祉）が大きく伸びています。近年では、
生活保護費は横ばいとなっています。
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（３）歳出の状況 4-2 扶助費の構成比の推移（他市比較）

歳出全体に占める扶助費の割合を他市と比較しています。
・扶助費の構成比は、すべての自治体で増加傾向です。以前から尼崎市に次ぐ構成
比であり、近年でも同様の状況が続いています。
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（３）歳出の状況 4-3 義務的経費の推移（扶助費の財源内訳推移）

扶助費の目的ごとに、財源の構成を表したグラフです。
・社会福祉費と児童福祉費の特定財源・一般財源が、この10年間で、ともに２倍
程度に増加していることが分かります。
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（３）歳出の状況 4-4 市民一人あたりの扶助費（他市比較）

市民一人あたり扶助費は、中核市平均を上回り、近隣市の中でも高い水準です。
・こども施策の充実や、障害福祉費が増加傾向にあることが影響しています。
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（３）歳出の状況 5-1 公債費（元金・利子）の推移

義務的経費の３つ目、公債費（借金の返済）についてです。
臨時財政対策債の残高が年々増加しており、公債費に占める臨時財政対策債の割

合が増加しています。一方で、投資的経費の財源のための市債の返済額は減少して
います。
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（３）歳出の状況 5-2 市債残高と公債費の推移

市債残高は、H20から１３８億円増加しています。
・投資的経費等の財源としての市債残高は減少していますが、臨時財政対策債の残
高が増加しているためです。
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（３）歳出の状況 5-3 市民一人あたりの公債費

市民一人あたりの公債費を他市と比較してみました。
・明石市は中核市平均とほぼ同程度の水準であり、平均程度となっています。
・今後、市役所本庁舎の建替えや新ごみ処理施設の整備により、他市より高くなる
ことが見込まれます。
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（３）歳出の状況 6-1 投資的経費の推移

投資的経費は、公園・道路・都市環境などの社会資本整備にかかる経費が中心
で、年度ごとの変動が大きい経費です。
・学校など教育関係にも、多くの経費がかけられています。また、児童福祉は、近
年の待機児童対策によって、保育所等の整備費が増加しています。
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（３）歳出の状況 6-2 主な事業と決算額（H20～H27）

投資的経費の年度ごとの主な事業と決算額をまとめました。

年度 主な事業 決算額 年度 主な事業 決算額

H20
① 魚住駅周辺街路整備
② ふれあいプラザあかし西整備

①16.6億円
②11.7億円

H24
① 学校園耐震化
② 市営住宅整備
③ 山電連続立体交差第２期

①18.6億円
②11.1億円
③ 7.4億円

H21
① 学校園耐震化
② 山電連続立体交差第２期

①11.5億円
② 5.6億円

H25
① 明石駅前再開発
② 学校園耐震化
③ 八木松陰線街路整備

①74.4億円
②18.2億円
③ 5.6億円

H22
① 学校園耐震化
② 山電連続立体交差第２期
③ 市営住宅整備

①26.5億円
②13.0億円
③10.5億円

H26
① 明石駅前再開発
② 学校園耐震化
③ 待機児童対策保育所等整備

①26.0億円
②13.2億円
③ 7.6億円

H23
① 学校園耐震化
② 山電連続立体交差第２期

①29.7億円
② 3.6億円

H27
① 明石駅前再開発
② 学校園耐震化

①44.8億円
②18.3億円
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（３）歳出の状況 6-3 主な事業と決算額（H28～R4）

投資的経費の年度ごとの主な事業と決算額をまとめました。

年度 主な事業 決算額 年度 主な事業 決算額

H28
① 明石駅前再開発
② 待機児童対策保育所等整備
③ 西部給食センター整備

①73.1億円
②13.2億円
③10.7億円

R1
① 待機児童対策保育所等整備
② 西日本こども研修センターあ
かし整備

①10.2億円
② 6.7億円

H29
① 東部給食センター整備
② 待機児童対策保育所等整備
③ 動物センター整備

①19.3億円
② 7.9億円
③ 4.2億円

R2
① 待機児童対策保育所等整備
② 学校特別教室空調設備設置
③ GIGAスクール環境整備

①30.1億円
② 9.2億円
③ 7.2億円

H30
① ＪＴ跡地活用事業
② 待機児童対策保育所等整備
③ 児童相談所整備

①35.9億円
②21.3億円
③ 7.0億円

R3
① 待機児童対策保育所等整備
② クリーンセンター設備保全

①12.8億円
② 7.9億円

R4
① 山手環状線街路整備
② クリーンセンター設備保全
③ 待機児童対策保育所等整備

①10.1億円
② 8.7億円
③ 8.3億円

104



（３）歳出の状況 6-4 市民一人あたりの投資的経費（他市比較）

市民一人あたりの投資的経費を他市と比較してみました。
・明石市は、R4決算においては、近隣中核市や中核市平均よりも低い水準となって
います。
・今後、市役所本庁舎の建替えや新ごみ処理施設の整備により、他市より高くなる
ことが見込まれます。
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（３）歳出の状況 6-5 投資的経費の構成比の推移（他市比較）

歳出全体に占める投資的経費の割合を他市と比較しました。
・多くの市で15年前より割合は下がっています。明石市はH25～H28の明石駅前再
開発によって割合が増加しましたが、近年では、他市と同様に割合が低くなってい
ます。
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（３）歳出の状況 7-1 物件費の推移 ①

物件費は、民間事業者への業務委託料や、光熱水費、消耗品費、通信運搬費など
の経費です。
・民間業務委託等により、緩やかに増加してきましたが、近年の増加は、コロナワ
クチン接種によるものです。
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（３）歳出の状況 7-2 物件費の推移 ②

物件費の大部分は委託料で、中学校・幼稚園給食、保健所や児童相談所の運
営、コロナワクチンに関する民間委託などにより増加してきました。その他の項
目では、賃金の変動がありますが、他に大きな増減はありません。
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（３）歳出の状況 7-3 物件費の内訳
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（３）歳出の状況 7-4 市民一人あたりの物件費（他市比較）

市民一人あたりの物件費を他市と比較したグラフです。
・各市ともそれほど大きな差は見られず、明石市は平均的な水準となっています。
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（３）歳出の状況 8-1 維持補修費の推移

維持補修費は、道路や公共用施設をはじめ、設備、物品等の修繕、補修にかかる
経費です。
・最も大きな割合を占めるのが土木費であり、道路などインフラ施設のメンテナン
スを行うための費用です。年度間の変動はほとんどなく、ほぼ一定の金額を維持し
ています。
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（３）歳出の状況 8-2 市民一人あたりの維持補修費（他市比較）

市民一人あたりの維持補修費を他市と比較したグラフです。
・他市と比較すると比較的高い水準であり、インフラ施設の維持補修をはじめ、公
共施設の包括管理などにより、安全・安心に施設が利用できるよう努めています。
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（万円）
令和４年度決算

公共施設の包括管理・・・複数の公共施設の設備点検、清掃業務等をマネジメント会社が一括管理し、
施設管理の専門的知見を活用して、効率的・効果的に維持保全を行う方法
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（３）歳出の状況 9-1 補助費等の推移

補助費等は、民間などに対して、行政上の目的のために交付するものです。
・個人や各種団体などに対する補助金のほか、事業実施のための負担金、講師謝
礼、各種保険料等が含まれます。

特別定額給付金303億円
（全国民に10万円）

土地開発公社の清算経費 89億円
(当時保有土地の内訳)
大久保北部用地 11億円
事業用地（動物センターなど） 11億円
事業予定地(道路事業など)    24億円
西明石駅南用地 24億円
駐車場等で貸付用地 16億円
利用不可能用地など 3億円

定額給付金44億円

市民全員・飲食店
サポート事業15億円

（億円）
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（３）歳出の状況 9-2 市民一人あたりの補助費等（他市比較）

市民一人あたりの補助費等を他市と比較したグラフです。
・明石市は、他市よりもやや低く、外郭団体等の市が出資する団体が少ないことが
要因となっています。
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（３）歳出の状況 10-1 積立金の推移

積立金は、市の財政の計画的な運営や特定の目的のために設けられている基金に
積み立てるための経費です。
・多くは財政基金（年度間の収支不足を補う基金）への積み立てであり、法の規定
により、前年度の決算剰余金の２分の１以上を翌年度に積み立てています。
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財政基金への積立30.6億円
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（３）歳出の状況 11-1 投資及び出資金の推移

投資及び出資金は、公営企業会計への出資金や、財団法人への出捐金（公益法人
に対する出資金）のことです。
・近年は、下水道事業に対する出資金がこの経費の対象となっています。
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（３）歳出の状況 12-1 貸付金の推移

貸付金は、公益上の必要があることから、特定の行政目的を遂行させるために公
益法人や個人等に貸し付ける経費のことです。
・H24までは土地開発公社への貸付がありましたが、公社の清算に伴い、H25以降
は大きく減少しています。
・近年は中小企業への運転資金・設備資金などの融資貸付が大半を占めています。
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（３）歳出の状況 13-1 繰出金の推移

繰出金とは、一般会計、特別会計の間で、相互に資金移動をするものです。
・グラフは一般会計から他会計への繰出金の推移です。社会保障関連の特別会計
である国民健康保険、介護保険、後期高齢者医療への繰出金が増加しています。

（億円）

社会保障関連の３会計への繰出金は増加傾向

下水道事業が企業会計へ移行したことにより減少
（繰出金→補助費等へ）
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（３）歳出の状況 13-2 社会保障関連の会計への繰出金の内訳

国民健康保険事業会計 内 容 決算額（R4）

保険基盤安定制度 低所得世帯に対する保険料軽減分などの一部を公費で負担する 16.7億円

職員給与費等運営経費 職員給与費や事務費など 4.3億円

財政安定化支援事業 被保険者の保険料の負担能力や年齢構成による影響を軽減する 4.1億円

福祉医療波及分 市の福祉施策の影響に伴う国民健康保険財政への影響を軽減する 2.1億円

保険料減免分 条例により保険料減免を行った金額を補填する 1.7億円

その他 出産育児一時金繰入金など 1.4億円

介護保険事業会計 内 容 決算額（R4）

保険給付費 保険給付費に要する経費の一部を公費で負担する 27.3億円

介護予防事業費 介護予防・日常生活サービス事業に要する経費の一部を公費で負担する 1.2億円

包括・任意事業費 包括的支援・市が独自に実施する事業に要する経費の一部を公費で負担する 1.3億円

低所得者軽減分 低所得者に対する保険料軽減分などの一部を公費で負担する 3.2億円

職員給与費等運営経費 職員給与費や事務費など 4.6億円

介護認定事務費 介護認定事務に要する経費を公費で負担する 1.3億円 119



（３）歳出の状況 13-3 社会保障関連の会計への繰出金の内訳

後期高齢者医療事業会計 内 容 決算額（R4）

保険基盤安定制度 低所得者に対する保険料軽減分などの一部を公費で負担する 7.9億円

事務費等 事務的経費 0.4億円

健診事業市負担分 被保険者の健康診査に要する費用の一部を公費で負担する 300万円

療養給付費負担金 医療費の一部を公費で負担するために市町が拠出する負担金 32.4億円

共通経費負担金 県広域連合の運営のために市町が拠出する負担金 0.8億円

・繰出金の多くは、原則的に、各会計の関係法令で繰出基準が定められており、
その基準に基づいて繰出をしています。
・全国的な高齢化等の進行や、医療の高度化による医療費の増加の影響により、
社会保障関連の会計に対する繰出金は年々増加傾向です。
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人件費は、民間委託などにより、正規職員数とその人件費は減少しました。近年で
は中核市移行などもありましたが、移行前と同水準で推移しています。
正規職員に加え、定年退職者の再任用や非常勤職員等を合わせた総職員数と総人

件費は、中核市に伴う専門職の採用や、コロナ対応、待機児童対策のための増員の
ほか、人事院勧告により増加しています。

（３）歳出の状況 14-1 性質別経費のまとめ①

ここまで説明してきた性質別経費について、少し振り返り、まとめていきます。

扶助費は、社会福祉費（主に、障害福祉）と児童福祉費の特定財源・一般財源が、
この15年間で、ともに２倍程度に増加しています。
他市でも、歳出全体に占める構成比が増加傾向であり、こども施策の充実や、障

害福祉費の増加により、市民一人当たりは近隣自治体と比較しても高い水準です。

公債費は、投資的経費などの財源としての市債の返済が減る一方で、臨時財政対策
債の返済が増加しています。
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投資的経費は、明石駅前再開発などの大型事業が完了したことにより、規模は減少
しています。近年では、待機児童対策として保育所等の整備費が増加しています。
今後は、市役所本庁舎の建替えや新ごみ処理施設の整備により、増加が見込まれ

ます。

（３）歳出の状況 14-2 性質別経費のまとめ②

維持補修費は、公共施設を安全・安心に利用するために必要な経費であり、日頃の
維持補修は、継続して行う必要があります。

繰出金は、今後、高齢化等の進展に伴い、介護保険や後期高齢者医療への負担がさ
らに増加することが見込まれます。

物件費、補助費等は、市民一人当たりは、中核市平均よりも低く、事務的な経費や
補助金などにおいて、適正な水準を維持しています。
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２．決算の状況
（３）歳出の状況（目的別経費）

次は、歳出を目的別に分けて確認していきます。
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（３）歳出の状況 1-1 歳出の分類（目的別経費）

議 会 費
議員の報酬や市議会の運
営の経費 5億円

総 務 費
市の全般的な管理事務の
経費 135億円

民 生 費
社会福祉や児童福祉、生
活保護などの経費 620億円

衛 生 費
医療や環境保全、ごみ処
理などの経費 124億円

農林水産業費
農林水産業の振興や普及
のための経費 5億円

商 工 費
商工業の振興や育成、商
店街活性化などの経費 13億円

次に、歳出を何のために使ったのかの視点で分類した「目的別経費」について見て
いきます。

令和４年度決算 総額1,259億円

土 木 費
道路や公園、インフラ整
備などの経費 72億円

消 防 費 防災、消防、救急の経費 26億円

教 育 費
学校教育や図書館などの
経費 117億円

公 債 費
借りたお金の元金や利子
を返済する経費 116億円

諸支出金
上下水道の一部を負担す
る経費 25億円
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（３）歳出の状況 1-2 目的別経費の決算額

議会費

5億円

1%総務費

135億円

11%

民生費

620億円

49%

衛生費

124億円

10%農林水産業費

5億円

0%

商工費

13億円

1%

土木費

72億円

6%

消防費

26億円

2%

教育費

117億円

9%

公債費

116億円

9%

諸支出金

25億円

2%

令和４年度

歳出決算額

1,259億円

・歳出のおよそ半分を民生
費（49%）が占めていま
す。
・次いで総務費（11%）、
教育費（9%）、公債費
（9%）、土木費（6%）と
続いています。
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（３）歳出の状況 1-3 目的別経費の推移
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（３）歳出の状況 1-4 目的別経費の構成比の推移

13% 16%
10% 10% 11%

17%
11% 10% 9% 9%

15%
10%

28%

10% 11%

31%
31%

36% 36% 39%
35%

42% 43% 43% 47%
46%

50%

40%

51% 49%

7%
5% 6% 6%

7% 7% 7% 7% 7%
8%

8% 8%

6%
10% 10%

14% 13% 13% 11%
12%

17% 13% 14% 13% 6%
6% 5%

4%
6% 6%

10% 11% 12% 12%
11%

9% 10% 11% 10% 11% 9% 9%
9% 9% 9%14% 13% 13% 13%

12%
10% 12% 10% 10% 10% 10% 10%

8% 9% 9%

11% 11% 10% 11% 8% 6% 5% 5% 8% 8% 7% 8% 5% 6% 6%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4
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民生費は増加傾向

目的別経費の構成比の推移についてのグラフです。
・民生費は、決算規模が増加しており、構成比では50％前後となっています。他の
経費は、コロナ等の臨時的な経費で増減はあるものの、概ね構成比でも同程度と
なっています。
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（３）歳出の状況 1-5 目的別経費の市民一人当たりの決算額

議会費

0.2万円

1%

総務費

4.4万円

11%
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20.3万円

49%

衛生費
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10%
農林水産業費

0.1万円
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商工費

0.4万円
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土木費

2.4万円
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消防費

0.9万円
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教育費

3.8万円

9%

公債費

3.8万円

9%

諸支出金

0.8万円

2%

令和４年度

市民一人あたり

41.2万円

市民一人あたりの目的別経費の決算額です。
・市民一人あたりの歳出決算額は41万２千円です。他市と比較し、どのような特徴
があるのかを見るため、決算額÷人口 で算出しています。
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（３）歳出の状況 1-6 市民一人当たりの目的別経費（他市比較）
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令和４年度決算

目的別経費の市民一人あたりの経費を他市と比較したグラフです。
・民生費は神戸市や尼崎市を除く近隣市よりも高く、土木費は、中核市平均よりも
低いですが、近隣市と同程度となっています。教育費は中核市平均や近隣市をやや
下回っている状況です。

（万円）

129



（３）歳出の状況 1-7 目的別経費の財源内訳
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投資的経費が多く含ま
れており、市債を財源
としています

目的別経費が、どのような財源で賄われているかを表したグラフです。
・民生費は他の経費に比べて、国・県支出金の割合が大きく、土木費は市債の割合
が大きく、一般財源の割合は、その分少なくなっています。

（億円）
令和４年度決算
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（３）歳出の状況 2-1 総務費の推移
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土地開発公社の
清算経費

ＪＴ跡地の取得
36億円

市民全員・飲食店
サポート事業

（億円）

定額給付金

総務費の決算額を表したグラフです。
・総務費の財源の多くは一般財源となっています。決算額は、一時的な増減を除け
ば、過去15年間で大きく変わっていません。
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（３）歳出の状況 2-2 総務費の内訳

総務管理費

117.2億円

(87%)

徴税費

9.1億円

(7%)

戸籍住民基本台帳費

5.4億円

(4%)

選挙費

2.2億円

(2%)

統計調査費

0.2億円

(0.1%)

監査委員費

0.9億円

(1%)

令和４年度

総務費決算額

135億円

＜令和４年度決算 総務費の内訳＞

項目 説明

総務管理費
市の一般管理、広報、人事・財産
管理、広報、庁舎等管理、市政の
企画、文化振興、その他諸費など

徴税費 税務、賦課徴収に要する費用

戸籍住民基本台
帳費

戸籍、住民基本台帳、印鑑登録事
務に要する費用

選挙費
選挙の執行、選挙の推進などに要
する費用

統計調査費 各種統計調査に要する費用

監査委員費 監査事務に要する経費
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（３）歳出の状況 2-3 総務費の構成比（他市比較）

歳出全体に占める総務費の割合を他市と比較したグラフです。
・他市比較では平均的な水準で、H30のJT跡地の取得やR2の国の一人あたり10万円
を支給する特別定額給付金を除き、大きな変動はありません。
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9% 10% 9% 9%
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ＪＴ跡地の取得

特別定額給付金

近年はやや割合が低下
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（３）歳出の状況 2-4 市民一人あたりの総務費（他市比較）

市民一人あたりの総務費を他市と比較したグラフです。
・総務費は、他市と比較して低い水準です。
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令和４年度決算
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（３）歳出の状況 3-1 民生費の推移
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136 146 
195 203 194 205 

226 229 
248 

252 270 
284 

342 
392 352 

277 291 

350 358 361 377 
411 422 

455 476 
502 

529 

584 

652 
620 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

0

100

200

300

400

500

600

700

一般財源 特定財源

民生費の決算額が増加するとともに、
一般財源も毎年増加

（億円）

コロナ対策の給付金
事業による増加

子ども手当支給開始
による増加

民生費は、少子高齢化などの影響により増加しており、R4はH20と比べ、決算額
2.2倍、一般財源1.9倍と大きく増加しています。
・民生費は歳出の半分程度を占める経費であり、児童福祉費や社会福祉費にかかる
経費の割合が大きく増加したことが要因となっています。
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（３）歳出の状況 3-2 民生費の内訳

社会福祉費

215億円

(35%)

老人福祉費

58億円

(9%)

児童福祉費

258億円

(42%)

生活保護費

89億円

(14%)

災害救助費

0億円

令和４年度

民生費決算額

620億円

＜令和４年度決算 民生費の内訳＞

項目 説明

社会福祉費

国保や介護などの繰出金、障害者
福祉、国民年金、木の根学園や総
合福祉センターなど施設の運営、
低所得者等への給付金などに要す
る費用

老人福祉費
高齢者医療、在宅高齢者の援護、
老人福祉施設の運営に要する費用

児童福祉費

保育所等の運営・整備、子育て支
援、児童手当・児童扶養手当、私
立保育所等の運営補助、保育士確
保、児童相談所に要する費用

生活保護費 生活保護に要する費用

災害救助費 災害救助に要する費用
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（３）歳出の状況 3-3 民生費の内訳推移
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社会福祉費 児童福祉費 生活保護費 その他

児童福祉費・社会福祉費は著しく増加

生活保護費は近年は横ばい傾向（億円）

民生費総額は増加

社会福祉費、児童福祉費、生活保護費などの民生費の決算額の推移です。
・社会福祉費、児童福祉費は増加傾向で、生活保護費は横ばい傾向です。R2以降の
増加は、主に低所得者や子育て世帯への給付金支給による増加です。
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（３）歳出の状況 3-4 民生費の構成比の推移（他市比較）

歳出全体に占める民生費の割合を他市と比較したグラフです。
・近隣自治体でも、構成比が40％台を超えている状況です。少子高齢化の施策が、
民生費の構成比を押し上げる要因となっています。
・明石市は、H20に30％台前半でしたが、現在は50％まで上昇しています。
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（３）歳出の状況 3-5 市民一人あたりの民生費（他市比較）

市民一人あたりの民生費を他市と比較したグラフです。
・こども施策の充実もあり、民生費は高い水準ですが、他市と比べ突出して高い
水準というわけではありません。
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（３）歳出の状況 3-6 民生費のうち児童福祉費の内訳

児童福祉総務費

29億円

(11%)

児童福祉施設費

9億円

(4%)

子育て支援費

3億円

(1%)

児童措置費

67億円

(26%)幼保給付費

114億円

(44%)

保育所費

17億円

(7%)

こどもセンター費

14億円

(5%)

コロナ給付費

4億円

(2%)

令和４年度

児童福祉費決算額

258億円

＜令和４年度決算 児童福祉費の内訳＞

項目 説明

児童福祉総務費

こども医療・母子医療、高校生給付
型奨学金、母子自立支援等に要する
費用

児童福祉施設費 私立公立保育所整備に要する費用

子育て支援費
子育て支援センター、あかしこども広
場の運営、おむつ定期便等に要する費
用

児童措置費 児童手当等に要する費用

幼保給付費
私立保育所等の運営、保育士確保に
要する費用

保育所費 公立保育所の運営に要する費用

こどもセンター費 児童相談所の運営に要する費用

コロナ給付費 子育て世帯への給付金に要する費用
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（３）歳出の状況 3-7 児童福祉費の推移
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保育所等の施設数の増加に伴い、
運営費補助などの幼保給付費が増加

保育所等整備
（待機児童対策）

コロナ給付金

私立保育所等の運営経費が分離
（児童措置費→幼保給付費へ）

児童相談所開設

子ども手当
支給開始

・事業費は15年間で約３倍。
・待機児童対策経費、保育等施設数の増に伴
う給付費の増加、児童相談所の開設など、多
くの経費で増加しています。

（億円）
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（３）歳出の状況 3-8 児童福祉費の一般財源の推移
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一般財源は、15年間で61億円増加（約2.6倍）

（億円）

次は、増加傾向にある児童福祉費の一般財源のグラフです。
・保育所等の運営など国県支出金を活用した事業もありますが、一般財源ベースは
大きく増加していることが分かります。
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（３）歳出の状況 3-9 児童福祉費の一般財源の自治体間比較の推移
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明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市 県内平均

H20年度比 ＋295%

次に、児童福祉費の一般財源の推移を他市と比較したグラフです。
・H20を100とした場合の、各市の一般財源の増加率を見ると、明石市が一番高く
なっています。
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（３）歳出の状況 3-10 主なこども施策（５つの無料化＋α）

主なこども施策「５つの無料化」と、主な関連事業を紹介します。

項 目
目的別経費

（性質別経費）
内 容 R4決算額 R4一般財源

こども医療費助成
（H25.7月～）

民生費
(扶助費、物件費)

15歳以下のこども医療費無料化
※R3.7月～ 対象を18歳以下に拡大

17.6億円 14.7億円

①第２子以降保育料
無償化（H28.9月～）
②副食費無料化

民生費
(扶助費)

①認可施設利用者は公立・私立問わず無料
②国の幼児教育・保育の無償化の対象外であるおかず代を
無料化（R1.10月～）

①6.1億円
②2.2億円

①5.8億円
②2.2億円

幼稚園給食の実施
（R2.9月～）

教育費
(物件費)

保護者の身体的・経済的負担の軽減
副食費の無料化

2.5億円 2.5億円

おむつ定期便
（R2.10月～）

民生費
(物件費)

3,000円相当の子育て用品を生後3か月から満1歳まで、
子育て経験のある見守り支援員が配達

1.0億円 1.0億円

中学校給食の無償化
（R2.10月～）

教育費
(補助費等)

保護者の身体的・経済的負担の軽減 3.2億円 3.2億円

公共施設の入場料
（H25.4月～）

費目なし(歳入)
天文科学館、明石海浜プール
＋あかしこども広場（親子交流スペース等）(H29～)

1.5億円 1.2億円
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（３）歳出の状況 3-11 その他の主なこども施策

「５つの無料化」だけでなく、様々なこども施策を展開してきました（抜粋）。

項 目
目的別経費

（性質別経費）
内 容 R4決算額 R4一般財源

私立保育所等の保育士
の処遇改善（H28～）

民生費
(物件費、補助費等)

待機児童対策による保育所利用者の増加対応（保育士確
保）のため、保育士の処遇を改善

3.7億円 2.9億円

里親100%プロジェク
ト（H29～）

民生費
(物件費、補助費等)

全28小学校区で1組以上の里親登録を目指して啓発や研
修を実施

0.1億円 200万円

児童相談所の設置
（R1～）

民生費
(物件費、補助費等)

中核市で3番目に設置
国基準の2倍以上の職員数を配置

13.0億円 9.1億円

こども夢応援プロジェ
クト（R2～）

民生費
(扶助費、物件費)

高校入学へ向けた入学準備金（上限30万円）と高校在学
時の支援金（月1万円）の給付、高校入試の学習支援等
を実施

1.1億円 700万円

養育費立替支援
（R2～）

民生費
(扶助費、物件費)

親の離婚・別居などに伴う養育費がこどものもとへ届け
られるよう市が督促・立替・回収を支援

200万円 100万円

こどもの居場所づくり
の推進（R2～）

民生費
(物件費)

学校になじめない等のこどもが安心して学び、遊び、健
やかな成長ができる居場所の設置・運営

0.2億円 300万円
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（３）歳出の状況 3-12 ５つの無料化＋その他のこども施策の経費

５つの無料化などのこども施策に関する経費の推移です。
・取組の充実により、決算額・一般財源ともに増加しています。
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（左側）決算額
（右側）うち一般財源 31

34

（億円）

R4決算額 R4一般財源

５つの無料化 34億円 31億円

他の主なこども施策 33億円 18億円

合計 68億円 49億円

こども施策の取組により、
H24より一般財源では
40億円増えています
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（３）歳出の状況 4-1 衛生費の推移
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衛生費は緩やかに増加傾向

コロナワクチン接種費用

コロナ対策関連経費

決算額の増加要因は、コロナに関する
国の補助金を受けて実施する事業で、
一般財源はほぼ横ばいとなっています

明石市民病院の地方独立行政
法人化による科目変更
（諸支出金→衛生費へ）

Ｈ29保健所の整備
Ｈ30保健所の運営開始

（億円）

衛生費は、中核市移行等の影響により一般財源がやや増加しました。
・衛生費は、H29の保健所整備やH30からの保健所の運営費をはじめ、近年では、
古くなったごみ焼却施設（明石クリーンセンター）の改修経費などにより、増加傾
向となっています。
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（３）歳出の状況 4-2 衛生費の内訳

保健衛生費

85億円

(69%)

清掃費

39億円

(31%)
令和４年度

衛生費決算額

124億円

＜令和４年度決算 衛生費の内訳＞

項 説明

保健衛生費

地域の保健・医療の推進、各種予
防接種や検診、保健所の運営、
動物センターの運営、環境衛生、
母子保健などに要する費用

清掃費
清掃、ごみ収集、焼却炉運営、
し尿処理などに要する費用
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（３）歳出の状況 4-3 市民一人あたりの衛生費（他市比較）

市民一人あたりの衛生費を他市と比較したグラフです。
・各市ともあまり差はなく、明石市は、近隣市と比較すると平均的な水準となっ
ています。
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（万円） 令和４年度決算
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（３）歳出の状況 4-4 衛生費の構成比の推移（他市比較）

歳出全体に占める衛生費の割合を他市と比較したグラフです。
・各市とも構成比は10%前後となっています。
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0%

5%

10%

15%

20% 明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市

【加古川市】
加古川市民病院整備にか
かる繰出金の増加

近隣市と同程度の水準で推移
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（３）歳出の状況 5-1 農林水産業費の推移
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0
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6
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一般財源 特定財源

（億円）

農林水産業費は、他の経費に比べて決算額・一般財源ともに規模は小さい経費
で、大きな変動はありません。
・一時的な増加は、県補助事業の事業者へのノリ乾燥機導入等の補助金がある場
合です。
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（３）歳出の状況 5-2 農林水産業費の内訳

農業費

3億円

(60%)

水産業費

2億円

(40%)

令和４年度

農林水産業費

決算額

5億円

＜令和４年度決算 農林水産業費の内訳＞

項 説明

農業費
農業振興、農業用施設整備、農業
委員会事務などに要する費用

水産業費
水産業振興、漁港維持管理、漁場
造成などに要する費用
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（３）歳出の状況 5-3 市民一人あたりの農林水産業費（他市比較）

市民一人あたりの農林水産業費を他市と比較したグラフです。
・近隣中核市の尼崎市・西宮市よりも高い状況ですが、中核市平均と比較すると
低い状況となっています。
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（万円） 令和４年度決算
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（３）歳出の状況 5-4 農林水産業費の構成比の推移（他市比較）

歳出全体に占める農林水産業費の割合を他市と比較したグラフです。
・各市とも歳出全体に占める農林水産業費の構成比はわずかとなっています。
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5% 明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市

【姫路市】
食肉センター整備助成に
よる増加

近隣市と同程度の水準で推移
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（３）歳出の状況 6-1 商工費の推移
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16

20
一般財源 特定財源

プレミアム付き商品券事業の実施により決
算額が増加しています。
H21、H22、H27、R1、R2、R4

（億円）

商工費の決算額は、同規模で推移しています。
・一時的に増加している年度は、地域活性化のためのプレミアム付き商品券の発
行により決算額が増加しています。
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（３）歳出の状況 6-2 商工費の内訳

商工費

13億円

(100%)

令和４年度

商工費決算額

13億円

＜令和４年度決算 商工費の内訳＞

項 説明

商工費

商工業振興対策や中小企業融資、
勤労福祉会館・サンライフ明石、
あかし市民広場、観光案内所、天
文科学館の運営などに要する費用

※明石市は、項：商工費に観光関連費用を含んでいますが、
自治体によっては、項：観光費を設定している場合が
あります。
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（３）歳出の状況 6-3 市民一人あたりの商工費の推移（他市比較）

市民一人あたりの商工費を他市と比較しています。
・姫路市を除けば、近隣市と同程度の水準となっています。

0.6 0.6

1.8

0.3

0.2

0.5
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（万円） 令和４年度決算
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（３）歳出の状況 6-4 商工費の構成比の推移（他市比較）

歳出全体に占める商工費の割合を他市と比較しています。
・姫路市を除いて、各市とも2%以下で推移しています。
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近隣市と同程度の水準で推移
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（３）歳出の状況 7-1 土木費の推移
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0
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200
一般財源 特定財源

下水道の企業会計への移行に伴う科目変更
（土木費約30億円→諸支出金）

明石駅前再開発事業により
金額が増加

下水道の科目変更、明石駅前再開発事業以外
の減少の要因
山陽電鉄連続立体交差事業(~H30)、八木松
陰線(~H29)、山手環状線（~H30）など都
市計画道路の完了のほか、市営住宅の必要戸
数の見直しによる建替え等（H22年度まで
は、平均毎年4億円程度)の中止の影響もあり
ます。

（億円）

土木費は、明石駅前再開発事業（H25~H28）や都市計画道路など大型事業の完了
をはじめ、H28に下水道事業の企業会計への移行による繰出金の科目変更が、主な
減少要因となっています。
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（３）歳出の状況 7-2 土木費の推移（下水道への繰出金）
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0

40

80

120

160

200
一般財源 下水道事業への諸支出金 特定財源

一般財源ベースはほぼ同水準となっています。

土木費の一般財源＋下水道への諸支出金

・一般財源ベースでは、H27以前と同規模
となっています。

・土木費の減少をもって、一般財源を必要
とする子育て施策の財源を捻出したもの
ではありません（詳細はP172～178）

82 78 74 69 69 70 69 72

グラフの は土木費に含まれて
いる下水道への繰出金(H20～H27)

（億円）

科目変更された下水道の企業会計
への移行に伴う繰出金を復元する
とこのようになります
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（３）歳出の状況 7-3 土木費の内訳

土木管理費

13億円

(18%)

道路橋りょう費

10億円

(14%)

交通安全対策費

15億円

(21%)河川費

1億円

(1%)

港湾費

0億円

都市計画費

31億円

(43%)

住宅費

2億円

(3%)

令和４年度

土木費決算額

72億円

＜令和４年度決算 土木費の内訳＞

項 説明

土木管理費
建築指導・審査、街路灯管理、海
岸海域整備などに要する費用

道路橋りょう費
道路の維持補修、道路の新設・改
良などに要する費用

交通安全対策費
交通安全啓発・教育、交通安全施
設整備などに要する費用

河川費
水路維持、河川環境管理に要する
費用

港湾費 港湾管理に要する費用

都市計画費
都市計画策定、地域交通、区画整
理、幹線道路の築造、公園の維持
管理などに要する費用

住宅費
市営住宅の建設・維持管理に要す
る費用 161



（３）歳出の状況 7-4 市民一人あたりの土木費（他市比較）

市民一人あたりの土木費を他市と比較したグラフです。
・中核市平均と比較すると低い水準ですが、近隣中核市と同水準となっています。
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令和４年度決算
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（３）歳出の状況 7-5 土木費の構成比の推移（他市比較）

歳出全体に占める土木費の割合を他市と比較したグラフです。
・大規模事業の実施状況により、年度ごとの変動が大きくなっています。
・明石市は、近年では、明石駅前再開発や都市計画道路等の大規模事業の完了など
により比較的低い水準となっています。
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明石駅前再開発
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（３）歳出の状況 8-1 消防費の推移

24 24 23 24 24 23 23 23 24 24 25 24 23 24 25 

2 2 3 
4 

1 

9 

3 
1 

1 2 
5 

3 
2 1 1 

26 26 26 
28 

25 

32 

26 
24 

25 26 

29 
28 

26 25 26 

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

0

5

10

15

20

25

30

35

40
一般財源 特定財源

高機能消防指令センター、消防救
急デジタル無線設備の整備

（億円）

消防費は、消防施設や設備の改修等や車両購入による決算額の変動はありますが、
一般財源は同水準で推移しています。
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（３）歳出の状況 8-2 消防費の内訳

消防費

26億円

(100%)

令和４年度

消防費決算額

26億円

※消防費の項は１種類のみです。
これは他の自治体においても同様です。

＜令和４年度決算 消防費の内訳＞

項 説明

消防費
消防活動、消防団活動、消防施設
整備、水防・水難救助などに要す
る費用
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（３）歳出の状況 8-3 市民一人あたりの消防費（他市比較）

市民一人あたりの消防費を他市と比較しています。
・明石市は近隣市、中核市平均いずれと比較してもやや低い水準となっています。
消防職員数は、近隣中核市と比較すると少ない状況です。
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平均職員数の
データなし
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（３）歳出の状況 8-4 消防費の構成比の推移（他市比較）

歳出全体に占める消防費の割合を比較したグラフです。
・他市と比べて割合が小さくなっています。他市より面積が小さいため、消防職員
数が少なく、消防費に占める人件費負担が小さいことが要因です。
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明石市（49.42㎢） 神戸市（557.03㎢） 姫路市（534.56㎢） 尼崎市（50.71㎢）

西宮市（99.96㎢） 加古川市（138.48㎢） 宝塚市（101.80㎢）

面積が小さいため、消防職員数や
消防施設数が他市より少ない
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（３）歳出の状況 9-1 教育費の推移
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180 一般財源 特定財源
特別教室空調整備
校内ネットワーク環境整備
（GIGAスクール構想）

中学校給食導入にかかる東部
学校給食センターの整備

学校園耐震化特別対策事業
（H21～H28）

中学校給食無償化
３歳児預かり保育対応など
職員数の増加

（億円）

教育費は、一般財源ベースでは、R2以降、中学校給食の無償化をはじめ、幼稚園
の預かり保育の実施に伴う職員の確保などにより、増加しています。
・デジタル教材活用のためのＩＣＴ環境の校内ネットワーク環境整備などにより、
特定財源も増加しています。
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（３）歳出の状況 9-2 児童数・生徒数の推移
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小学校児童数 中学校生徒数

過去15年間の小中学校の児童数・生徒数の推移です。
・小学校ではH27まで、中学校ではR1まで減少傾向でしたが、近年は増加傾向と
なっています。

（人）
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（３）歳出の状況 9-3 教育費の内訳

教育総務費

28億円

(24%)

小学校費

17億円

(15%)

中学校費

7億円

(6%)

高等学校費

7億円

(6%)

幼稚園費

16億円

(14%)
特別支援学校費

1億円

(1%)

社会教育費

17億円

(15%)

保健体育費

24億円

(21%)

令和４年度

教育費決算額

117億円

＜令和４年度決算 教育費の内訳＞
項 説明

教育総務費
教育委員会の運営、教育指導研究
などに要する費用

小学校費 施設整備、管理運営に要する費用

中学校費 施設整備、管理運営に要する費用

高等学校費
明石商業高等学校の管理、施設整
備などに要する費用

幼稚園費 管理、施設整備などに要する費用

特別支援学校費
学校管理、施設整備などに要する
費用

社会教育費
文化財保護、図書館の運営、放課
後児童クラブの運営、青少年健全
育成などに要する経費

保健体育費
学校体育、児童生徒の健康管理、
学校給食などに要する経費 170



（３）歳出の状況 9-4 市民一人あたりの教育費（他市比較）

市民一人あたりの教育費を他市と比較しています。
・神戸市を除く他市との比較では、平均的な水準となっています。
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（万円）

政令市は、教職員の給与負担が県か
ら移譲されたことで突出して高い

令和４年度決算
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（３）歳出の状況 9-5 教育費の構成比の推移（他市比較）

歳出全体に占める教育費の割合を他市と比較しています。
・明石市は、過去15年間であまり変動しておらず、10%～13%で推移しています。
・神戸市を除く近隣市とおおむね同水準となっています。
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民生費は、歳出の構成比の約50％を占めており、特に社会福祉費と児童福祉費が、
増加しています。
近隣自治体でも構成比の40％を超える状況となり、歳出総額を押し上げる要因と

なっています。
特に、児童福祉費は、この15年間で事業費が約3倍、一般財源が2.6倍となってい

ます。

（３）歳出の状況 10-1 目的別経費のまとめ①

ここまで説明してきた目的別経費について、まとめていきます。

農林水産業費、商工費は、近隣中核市より、市民一人あたりの決算額は高いもの
の、中核市平均よりも低い状況となっています。
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土木費は、明石駅前再開発等の大型事業が完了したことや、下水道事業が企業会計
へ移行したことによる、土木費から諸支出金への科目変更などにより、決算額が減
少しています。
他市比較において、市民一人あたりの規模では、近隣市と大きな差はなく、すべ

ての自治体で減少傾向にあります。

（３）歳出の状況 10-2 目的別経費のまとめ②

消防費は、面積が小さく、特に職員数が他市に比べ少ないことが、市民一人あたり
の費用において、他市よりも低い要因となっています。

教育費は、中学校給食の無償化をはじめ、R2以降、デジタル教材等のＩＣＴ環境の
整備のため、決算額が増加傾向にあります。
児童数・生徒数は、増加傾向ですが、市民一人あたりの費用や構成比は、おおむ

ね平均的な水準となっています。
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２．決算の状況
（４）事業の財源

これまで、歳入と歳出について、個別にみてきまし
たが、次は、歳出に必要な財源と活用可能な歳入につ
いて、市の財源がどのように確保できているのかを確
認していきます。
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（４）事業の財源 1-1 一般財源の推移①

Ｑ．こども関連施策の充実に必要な財源をどのように生み出したのか？

これまで説明してきたとおり、明石市独自のこども施策を展開
してきたことにより、児童福祉費を中心に多くの財源が必要と
なっています。
もう一度、歳出の全体像を把握し、どの費目にどれだけの財源

が必要であったのかを確認します。

➡ まずは、事業費のうち、市が自由に活用できる一般財源を
どれだけ使って事業を実施してきたのかを見ていきます。
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（４）事業の財源 1-2 一般財源の推移②

目的別経費ごとの一般財源の推移です。
・この15年間で、民生費が大きく増加しています。
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緑色の土木費は下水道事業の科目変更で減っているように見えて
います。代わりに諸支出金が増えています。

教育のデジタル化

茶色の衛生費は病院の独立行政法人化による科目変更で増えているよ
うに見えるだけです。代わりに諸支出金が減っています。

青色の民生費（児童福祉費以外）が大きく増加

（億円）

黄色の児童福祉費が大きく増加

歳出の一般財源は、15年間で134億円増加
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（４）事業の財源 1-3 民生費の一般財源の推移

次は、民生費の一般財源の推移です。
・一般財源の推移では、特に社会福祉費と児童福祉費が増加しており、事業実施の
ために必要な一般財源が増加していることが分かります。
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民生費の一般財源は、15年間で127億円増加

（億円）
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（４）事業の財源 1-4 歳入の一般財源の推移①

Ｑ．こども関連施策などの市の独自事業を実施するために必要な経費
は、市税などの一般財源の増加によって賄うことができたのか。

民生費の事業を実施するために必要な一般財源が大幅に増加したこと
が分かりました。
そのため、市税などの歳入の一般財源の増加がなければ、事業実施は

難しいことになります。
➡ 次に、自由に活用できる市税等の一般財源が、民生費等の事業実

施のための財源の増加を賄うことができているのかを見ていきます。
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（４）事業の財源 1-5 経常的な歳入の一般財源の推移

歳入の一般財源についてのグラフです。
・経常的な歳入一般財源の推移のグラフで、土地の売却収入など臨時的な収入を除
いた、市税と譲与税・交付金、地方交付税、臨時財政対策債の４つの経常的な一般
財源の推移を示しています。
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経常的な歳入一般財源は、15年間で146億円増加

（億円）
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（４）事業の財源 1-6 歳入と歳出の一般財源の増減

H20を基準とした歳入と歳出の一般財源の増減の推移のグラフです。
・15年間の歳入歳出一般財源の収支は、現時点では、黒字となっていますが、余裕
があるわけではありません。
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（４）事業の財源 1-7 歳入の一般財源の推移①

Q 市の歳入一般財源は増加してきたが、今後もこども関連施策な
どの事業を継続していく上で、余裕はあるのか。

まとめ

この15年間の歳出の一般財源の増加（+134億円：うち民生費+127億円）を賄っ
た財源としては、市税の増加（+27億円）のみではなく、消費税率改定による地方
消費税交付金の増加など譲与税・交付金の増加（+49億円）、人口増加や中核市移
行などに伴う地方交付税の増加（+63億円）、臨時財政対策債の増加（+7億円）な
どがあります。これらの経常的な歳入一般財源の増加によって、事業を実施するこ
とができました。

➡ 今後さらに高齢化等に伴う社会保障関連経費などの増加が見込まれるた
め、毎年度の決算収支の状況を確認しながら、必要性に応じて事業の継続に
ついて、判断していく必要があります。
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２．決算の状況
（５）家計簿に例えると

これまで明石市の決算の状況を見てきましたが、最
後に、家計簿に例え、さらにイメージを持ちやすいよ
うにしました。
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（５）家計簿に例えると 1-1 明石市の決算

家計簿に置き換えるにあたり、まずは、市のR4決算を確認しましょう。

科 目 R4決算

市 税 447 億円

地方譲与税、各種交付金など 241 億円

分担金・負担金、使用料など 53 億円

国 庫 支 出 金 、 県 支 出 金 416 億円

財 産 収 入 4 億円

繰 入 金 12 億円

繰 越 金 22 億円

市 債 73 億円

歳入合計 1,268 億円

＜R4歳入決算＞

翌年度への繰越 9.6 億円

科 目 R4決算

人 件 費 207 億円

扶 助 費 430 億円

投 資 的 経 費 84 億円

維 持 補 修 費 20 億円

物 件 費 175 億円

補 助 費 等 98 億円

繰 出 金 115 億円

積 立 金 、 貸 付 金 な ど 14 億円

公 債 費 116 億円

歳出合計 1,259 億円

＜R4歳出決算＞

検討中
（市の科目と家計の科目を対応さ
せ、視覚的に分かりやすくする）
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（５）家計簿に例えると 1-2 明石さんちの家計簿

家庭と市役所では、単純に比べられませんが、例えば明石市のR4決算を月収40万
円の家計の家計簿に置き換えてみると、このようになります。

科 目 家計簿

給 料 141,000 円

手 当 76,000 円

パ ー ト 収 入 17,000 円

医 療 費 助 成 ・ 住 宅 補 助 131,000 円

株 の 配 当 1,000 円

貯 金 の 引 出 し 4,000 円

前 月 の 残 金 7,000 円

銀 行 か ら の 借 入 れ 23,000 円

収入合計 400,000 円

＜収入＞ ＜支出＞

科 目 家計簿

食 費 65,000 円

学 費 、 医 療 費 136,000 円

自宅の増改築、車や家電の購入 27,000 円

自 宅 の 軽 微 な 修 繕 6,000 円

光 熱 費 、 生 活 用 品 費 55,000 円

お 小 遣 い 、 町 内 会 費 31,000 円

こ ど も へ の 仕 送 り 36,000 円

貯 金 4,000 円

ロ ー ン 返 済 37,000 円

支出合計 397,000 円
翌月への繰越 3,000 円

検討中
（市の科目と家計の科目を対応さ
せ、視覚的に分かりやすくする）
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３ ．特別会計
（１）特別会計の種類と目的

市が実施している事業は、基本的な行政サービスを
行う一般会計のみではなく、広範多岐にわたっていま
す。
より合理的にわかりやすい会計経理を行うために、

一般会計のほかに収入・支出を経理する特別会計を設
けています。
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（１）特別会計 1 葬祭事業

・市営葬儀を行う「あかし斎場旅立ちの丘」の経理を区分するための会計です。
・火葬収入や葬祭収入と一般会計からの繰入金で運営されています。

令和４年度の決算状況

歳入 5.0 億円

火葬収入 火葬する際の手数料 0.6 億円

葬祭収入 式場等の使用料 0.8 億円

一般会計繰入金 一般会計の負担分 3.6 億円

歳出 5.0 億円

指定管理料 指定管理者への委託料 3.4 億円

公債費 過去に整備した施設にかかる市債の返済金 1.5 億円

納付消費税や土地賃借料など 税務署に納付する消費税など 0.1 億円
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（１）特別会計 2 国民健康保険事業

令和４年度の決算状況

歳入 290.7 億円

国民健康保険料 国民健康保険の加入者から納付された保険料 49.6 億円

県支出金 医療費の財源として県から交付されるもの 208.7 億円

一般会計繰入金 保険料を軽減するためなどに一般会計が負担する部分 30.3 億円

基金繰入金 過去の保険料で積み立てられた基金を取り崩したもの 1.2 億円

諸収入など その他の収入 0.9 億円

歳出 290.5 億円

保険給付費 医療費 202.2 億円

国民健康保険事業費納付金 保険料などを県に納付するもの 80.9 億円

保健事業費 国民健康保険の加入者が受ける特定健康診査などの費用 1.5 億円

職員費など 職員費などその他の支出 5.9 億円

・公費負担の県支出金や保険料をもとに、病院等で本人負担以外の部分などを支払う会計で
す。
・国民健康保険は安定的な事業運営のために各都道府県が財政運営の主体となっています。
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（１）特別会計 ３ 財産区

令和４年度の決算状況

歳入 73.1 億円

前年度繰越金 28か所ある財産区の現金資産 55.1 億円

財産収入 財産区が所有する土地・ため池の売却収入など 17.9 億円

使用料など 財産区が所有する土地の駐車場収入など 0.1 億円

歳出 7.5 億円

指定寄附事業 財産区域内にある自治会等の地域活動の充実を図る寄附金 0.9 億円

財産管理運営事業 財産区が所有しているため池や墓地の維持管理費用 0.2 億円

財産処分事業 ため池などの処分にかかる水利補償金や一般会計への事務費 6.1 億円

財産区管理会運営事業 財産区管理会委員の報酬など 0.3 億円

・財産区とは、明治22年の市制･町村制施行の際に、一部地域で使用されてきた農業用ため
池や墓地などの財産を市町村に帰属させずに、その地域の財産として管理するための団体
で、特別地方公共団体と呼ばれています。

189



（１）特別会計 4 公共用地取得事業

令和４年度の決算状況

歳入 6.1 億円

土地売払収入 一般会計への土地売払い収入 0.7 億円

市債 先行取得するための資金 5.4 億円

一般会計繰入金など 公債費のうち利子相当分等の一般会計の負担など 54 万円

歳出 6.1 億円

山手環状線用地取得費 山手環状線の道路用地を先行取得する費用 5.1 億円

江井ヶ島松陰新田線用地取得費 江井ヶ島松陰新田線の道路用地を先行取得する費用 0.6 億円

公債費 一般会計が買い戻した際に市債を償還する経費 0.4 億円

・道路事業用地を先行して取得する特別会計です。
・国の補助事業を活用して一般会計が特別会計から事業用地を買い戻します。
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（１）特別会計 5 石ヶ谷墓園整備事業

令和４年度の決算状況

歳入 3.9 億円

一般墓地使用料 一般墓地の使用料 0.3 億円

合葬式墓地使用料 合葬式墓地の使用料 0.3 億円

墓園管理料など 一般墓地の管理料 0.1 億円

繰越金 前年度からの繰越金 3.2 億円

歳出 0.6 億円

墓園維持管理費など 墓園の維持管理費や職員費など 0.6 億円

・石ヶ谷墓園を管理運営する特別会計です。
・特定の収入として墓園の使用料や合葬式墓地の使用料などがあります。
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（１）特別会計 6 地方卸売市場事業

令和４年度の決算状況

歳入 0.4 億円

指定管理者公債費負担金 指定管理者が負担する公債費の一部 0.2 億円

一般会計繰入金など 一般会計が負担する公債費の一部など 0.2 億円

歳出 0.4 億円

公債費 過去に整備した施設にかかる市債の返済金 0.4 億円

その他経費 その他施設の維持管理経費など 184 万円

・地方卸売市場を管理運営する特別会計です。
・市場使用料を指定管理者の収入とする利用料金制が導入されています。
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（１）特別会計 7 介護保険事業

令和４年度の決算状況

歳入 245.3 億円

介護保険料 65歳以上の被保険者の保険料 50.8 億円

支払基金交付金 40歳から64歳までの被保険者の保険料 61.5 億円

国庫支出金・県支出金 国と県の負担分 90.7 億円

一般会計繰入金 市の負担分 38.9 億円

繰越金など 前年度からの繰越金など 3.4 億円

歳出 241.9 億円

保険給付費 介護サービスや介護予防サービスなどの給付 218.1 億円

地域支援事業費 生活支援サービスなどの事業費 15.4 億円

保健福祉事業費 認知症家族・高齢者支援事業など 0.4 億円

一般管理費など 職員費などの事務費 8.0 億円

・国県支出金や介護保険料などをもとに介護サービスを給付する特別会計です。
・保険料のほか、国県市が一定の割合で負担します。
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（１）特別会計 8 土地区画整理事業清算金

令和４年度の決算状況

歳入 0.2 億円

換地清算金収入 清算金の収入 0.2 億円

歳出 0.2 億円

換地清算金 清算金の交付 0.2 億円

・土地区画整理事業が完了した後の清算金を整理する特別会計です。
・この特別会計は鳥羽新田地区の土地区画整理事業の完了に伴い始まったものです。
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（１）特別会計 9 後期高齢者医療事業

令和４年度の決算状況

歳入 44.5 億円

後期高齢者医療保険料 75歳以上の市民の保険料 35.6 億円

一般会計繰入金 保険料を軽減するためなどに一般会計が負担する部分 8.4 億円

諸収入など 健康診査広域連合補助金など 0.5 億円

歳出 44.4 億円

後期高齢者医療広域連合納付金 徴収した保険料を広域連合へ納付 43.5 億円

保健事業費 健康診査の経費 0.4 億円

一般管理費など 事務費など 0.5 億円

・後期高齢者医療制度は、75歳以上の高齢者を対象とした医療制度です。
・後期高齢者医療は都道府県ごとに設置され、市町村と事務を分担しながら運営されていま
す。
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（１）特別会計 10 病院事業債管理

令和４年度の決算状況

歳入 7.1 億円

貸付金元利収入 市民病院からの返済金 4.3 億円

市債 市民病院へ貸し付けるための借入金 2.8 億円

歳出 7.1 億円

貸付金 市民病院への貸付金 2.8 億円

公債費 借入金の返済 4.3 億円

・独立行政法人である市民病院は設立団体である市から資金を借り入れて返済します。
・市は市民病院の代わりに銀行などから資金を借り入れます。
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（１）特別会計 11 母子父子寡婦福祉資金貸付事業

令和４年度の決算状況

歳入 0.3 億円

貸付金元利収入 過去に貸し付けを受けた市民からの返済金 0.1 億円

繰越金など 前年度からの繰越金 0.2 億円

歳出 0.2 億円

貸付金 対象者への貸付金 87 万円

国への償還金 剰余金の一部を国に返済するもの 0.1 億円

一般会計への繰出金など 剰余金の一部を市に繰り戻すものなど 0.1 億円

・母子家庭などの経済的自立を図り、児童の福祉の推進を目的とした貸付制度です。
・国と市からの資金を原資に貸付を行っています。
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４ ．財務分析
（１）基金と市債

これまで、一般会計や特別会計の決算の状況につい
て見てきました。ここからは、市の貯金である基金と、
借金である市債の状況について、他市と比較しながら
見ていきます。
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（１）基金と市債 1-1 明石市の基金（３基金）

基金とは、特定の目的のために資金を積み立てておき、財産の維持や事業の財源
に使うために準備する貯金のことです。明石市には次のような基金があります。

名称 目的
残高

（R4年度末）

財政基金（※）
災害などの不測の事態に備えたり、景気動向などによる市税収入
の減少などに伴う年度間の収支不足を補うため

99.4 億円

減債基金
年度によって市債の返済が多額になる場合などに備え、必要な財
源を確保するため

15.1 億円

特別会計等

財政健全化基金

特別会計等の財政の健全な運営や累積欠損の計画的な解消のため

（明石市独自の基金）
4.6 億円

（※）他市では一般的に「財政調整基金」という名称が用いられています
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（１）基金と市債 1-2 明石市の基金（特別会計を含むその他の基金）

名称 目的
残高

（R4年度末）

庁 舎 建 設 基 金 庁舎の建設資金に充てるため 16.1 億円

ス ポ ー ツ 振 興 基 金 スポーツに関する施策を総合的に推進するため 0.9 億円

福 祉 施 設 整 備 基 金 福祉施設の整備に活用し、地域福祉の増進を図るため 1.9 億円

福 祉 コ ミ ュ ニ テ ィ ー 基 金 地域ボランティア活動や高齢者等の保健福祉の推進のため 3.8 億円

一 般 廃 棄 物 処 理 施 設 整 備 基 金 一般廃棄物処理施設の整備の費用に充てるため 10.5 億円

こ ど も 基 金 市民主体の子育て支援活動や児童健全育成活動の振興のため 0.2 億円

大 蔵 海 岸 民 活 施 設 用 地 管 理 基 金 大蔵海岸民活施設用地の借地や活用促進の経費に充てるため 0.6 億円

本 の ま ち 基 金 「本のまち明石」の推進に関する事業の経費に充てるため 0.1 億円

被 害 者 基 金 犯罪等による被害者の支援に関する事業の経費に充てるため 400 万円

明 石 に じ い ろ 基 金 「ありのままがあたりまえのまち明石」の実現のため 100 万円

国 民 健 康 保 険 事 業 基 金 国民健康保険事業に要する費用が不足する場合の財源のため 19.5 億円

介 護 保 険 給 付 費 準 備 基 金 介護保険事業に要する費用の財源のため 36.0 億円
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（１）基金と市債 1-3 ３基金残高の推移
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基金残高 減少傾向

基金残高 増加傾向

JT跡地売却収入の積立
約31億円

過去最大

主要な３基金（財政基金・減債基金・特別会計等財政健全化基金）の合計残高の
推移です。
・過去最大のH7以降、阪神・淡路大震災に伴う施設整備をはじめ、国の三位一体改
革に伴う国庫支出金や地方交付税改革による地方財源の縮小、景気低迷の影響もあ
り、厳しい財政運営が続きましたが、近年では土地売払などもあり回復傾向です。

（億円）

一時69億円
まで減少
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（１）基金と市債 1-4 基金残高（他市比較）

基金残高を他市と比較してみました。
・財政基金残高は平均的な水準ですが、その他基金をすべて合算した全基金残高は
他市と比べて少ないことが分かります。
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（１）基金と市債 1-5 市民一人あたりの基金残高（他市比較）

市民１人あたり基金残高を県内他市と比較してみました。
・明石市は県下で最も少ない状況です。
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１人あたり基金残高は
県内最低水準

人口規模が小さい自治体の方が
１人あたり基金残高は多い傾向
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（１）基金と市債 2-1 市債残高（一般会計）の推移

市債残高の推移のグラフです。
・臨時財政対策債を除く市債残高は減少していますが、臨時財政対策債の残高の増
加により、市債全体の残高も増加しています。
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Ｑ．市債はどのようなときに借りられる？

原則として、公共施設の整備などを行う場合にだけ、自治体は市債を
借り入れることができます。

Ｑ．利息を付けて返済するのに、なぜ市債を借り入れる？

① 財政負担の平準化

公共施設整備には多くのお金が必要になります。もし、市債の借入を
行わず、すべてその年度の支出とすると、他に必要な市民サービスにお
金を回せなくなってしまいます。

さらに、地方交付税措置（借入額の一定割合が後年度に地方交付税と
して交付される）のある市債があり、現金でその年度に支出するより
も、財政的に有利となる場合があります。 205



② 世代間負担の公平性

公共施設は、将来にわたって長く使用するものですが、もし新しく建
物を整備した場合、その年度の税金ですべてを負担してしまうと、現在
の市民がすべてを負担することとなります。

市債を活用することにより、長く利用される公共施設などについて
は、世代間の負担を公平にすることができます。

現在の市民 将来の市民

市民負担

現在の市民 将来の市民

負担 負担 負担 負担
市債を借りると・・・
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（１）基金と市債 2-2 市債残高（他市比較）

市債残高を他市と比較してみました。
・市債残高は中核市平均や近隣中核市より少なく、概ね人口規模に応じた市債残高
となっています。
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明石市の臨時財政対策債の比率は約45％
臨時財政対策債の割合は、各市とも40～50%程度
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（１）基金と市債 2-3 市民一人あたりの市債残高（他市比較）

市民１人あたり市債残高を県内他市と比較したグラフです。
・県下２９市では７位となっており、良好な水準です。
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１人あたり市債残高は
県下では少ない方（７位）

人口規模が小さい自治体の方が
１人あたり市債残高は多い傾向
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４．財務分析
（２）財政指標

次に、財政指標について見ていきます。
自治体の財政状況は、国が定める財政指標により、

いろいろな角度から分析することによって、さまざま
な視点から他市と比較し、検証をすることができま
す。
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（２）財政指標 1-1 財政力指数

財政力指数 ＝

基準財政需要額

基準財政収入額

× 100

（過去３か年平均）

自治体の財政力を示す指標です。地方交付税の算定に用いる基準
財政収入額と基準財政需要額を用いて算定します。
・指数が高いことは、自主財源の割合が高いことを示します。
・１を超えると、普通交付税が交付されない不交付団体となります。

標準的な状態において見込まれる
市税などの収入額

標準的な行政サービスを提供する
ために必要と想定される経費

令和４年度 財政力指数 (参考)全国市町村平均

明石市 0.74 0.49
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（２）財政指標 1-2 財政力指数の推移

財政力指数の推移です。
・明石市は県内平均を上回っていますが、類似団体平均を下回っています。
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（２）財政指標 1-3 財政力指数（他市比較）
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中核市62市中39位

財政力指数を他市と比較したグラフです。
・県下29市平均よりは高い水準となっていますが、近隣中核市や中核市平均との比
較では、やや低い水準となっています。

令和４年度決算 県下29市中11位
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（２）財政指標 2-1 経常収支比率

経常収支比率 ＝

市税・地方交付税等の経常的に

収入される一般財源

人件費、扶助費、公債費等の経

常的な経費に充当した一般財源

× 100

財政の余力・弾力性（ゆとり）を表す指標です。
・人件費、扶助費、公債費など簡単に削減することができない経常
的な経費に対して、市税や地方交付税など安定して入ってくる経常
的な収入がどの程度使われているかの割合です。
・数値が高いほど、他にお金を回す余力がなく、財政が硬直化しつ
つあることを意味します。

義務的・固定的な経費に使う
必要が生じた一般財源

毎年安定的に入ってくる財源
（自由に使えるお金）

令和４年度 経常収支比率 (参考)全国市町村平均

明石市 94.1 % 92.2 %
213



（２）財政指標 2-2 経常収支比率の推移

経常収支比率の推移です。
・県下29市平均や類似団体平均より少し上回っていますが、同程度の水準となって
います。
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（２）財政指標 2-3 経常収支比率（他市比較）
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経常収支比率を他市と比較したグラフです。
・経常的な収入に対して、固定的な支出が90%以上を占めている状況で、他市と同
程度の水準です。

令和４年度決算

良
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Ｑ．自治体の財政健全度を測る共通の指標はないの？

自治体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性
を判断するためのものとして、 H20に「地方公共団体の財政の健全化
に関する法律」が施行され、財政状況を判断するための健全化判断比率
という４つの指標が整備されました。

指標には「早期健全化基準」（イエローカード）や「財政再生基準」
（レッドカード）が定められており、これに該当すると「財政健全化計
画」や「財政再生計画」といった財政の立て直しに向けた計画の策定が
義務付けられます。

ただし、イエローカードやレッドカードにあたる基準しかないため、
これをクリアしていても直ちに健全とはいえません。基準のない中で健
全性を判断するためには、自治体間比較が重要となります。
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（２）財政指標 3-1 実質赤字比率・連結実質赤字比率

実質赤字比率 ＝

標準財政規模

実質赤字額

× 100

自治体の普通会計や全会計を対象とした実質収支に生じて
いる赤字の大きさを表す指標です。

黒字の場合は、「値なし」となります。

実質収支（歳入ー歳出 から繰越
財源を控除したもの）の赤字額

標準的な状態で通常収入される
と想定されるお金

令和４年度 実質赤字比率 連結実質赤字比率

明石市 －（値なし） －（値なし）

※全会計を対象としたものは
「連結実質赤字比率」

早 期 健 全化基準
11.25％

(16.25％)

財 政 再 生 基 準
20.00％

(30.00%)

※( )内は連結実質赤字比率
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（２）財政指標 3-2 実質公債費比率

実質公債費比率 ＝

標準財政規模

年間の公債費

× 100

借金の返済である公債費の指標で、地方交付税措置などを考
慮した実質的な市の負担割合の大きさを、財政規模に対する割
合で表したものです。

公債費は、決まった時期に返済する必要があり、数値が高く
なるほど財政を圧迫する可能性が高いことを示します。

借金の返済額とそれに準ずる経
費の合計額

標準的な状態で通常収入される
と想定されるお金

令和４年度 実質公債費比率 (参考)全国市町村平均

明石市 4.0％ 5.5％

早期健全化基準 25.0％

財 政 再 生 基 準 35.0％

（過去３か年平均）
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（２）財政指標 3-3 実質公債費比率の推移

実質公債費比率の推移です。
・地方交付税措置のある市債など市の実質的な負担を減らす取組などにより、県内
平均、全国平均と比較すると良好な値となっています。
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（２）財政指標 3-4 実質公債費比率（他市比較）

4.0
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4.6

8.0

5.1

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市 県内平均 中核市平均

県下29市中３位 中核市62市中24位

実質公債費比率を他市と比較してみました。
・明石市は、他市と比較して良好な数値となっています。

令和４年度決算

良
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（２）財政指標 4-1 将来負担比率

将来負担比率 ＝

標準財政規模

将来負担額

× 100

自治体が市債残高など将来負担すべき実質的な負債の大き
さを、財政規模に対する割合で表したものです。

数値が高いほど、 将来、財政を圧迫する可能性が高いこと
を示しています。

将来支払う必要がある負債総額
（市債残高など）から、負担額
を軽減できる金額（基金残高な
ど）を控除したもの

標準的な状態で通常収入される
と想定されるお金

令和４年度 将来負担比率 (参考)全国市町村平均

明石市 21.0％ 8.8％

早期健全化基準 350.0％
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（２）財政指標 4-2 将来負担比率の推移

将来負担比率の推移です。
・どの自治体も市債の返済が進み、数値は改善されています。明石市は、類似団体
平均とほぼ同等の数値です。
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（２）財政指標 4-3 将来負担比率（他市比較）
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県内29市中16位 中核市62市中30位

将来負担比率を他市と比較したグラフです。
・明石市は、市債残高は多くはありませんが、将来負担を減らす基金残高が少ない
ため、平均的な水準となっています。

令和４年度決算

良
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（２）財政指標 5-1 実質公債費比率・将来負担比率（他市比較）
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県下29市における実質公債費比率と将来負担比率の散布図です。
・県下29市平均と中核市平均の間に位置しています。

令和４年度決算

良
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５．財務書類でみる明石市の財政状況
（１）財務書類の概要

現在の自治体の予算や決算は、予算の適正かつ確実
な執行を図るという観点から、現金の収支を議会の議
決（チェック）を経て管理する現金主義会計を採用し
ています。

次は、現金の移動のみではなく、資産（財産）、負
債（借金）の内容について見ていきます。
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（１）財務書類の概要 1-1 財務書類とは

これまでの明石市の財政状況について、少し見方を変えて「財務書類」の視点か
ら確認していきます。
・地方自治体の会計制度は、１年間の現金の出入りを把握する現金主義の考え方に
重点を置いているため、土地や建物などの資産価値、建物等の老朽化に伴う価値の
減少、引当金※などの見えない負債額は把握できません。

⇒ これらを明らかにしたものが「財務書類」です。

財務書類（以下の3表から構成されています。）

① 貸借対照表 … どのような資産をどのくらい持っているかなど

② 行政コスト及び純資産変動計算書 … 行政サービスにどれだけ費用がかかったかなど

③ 資金収支計算書 … 現金の変動を把握できます

※引当金…将来の支出に備えてあらかじめ準備しておく見積額
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（１）財務書類の概要 1-2 自治体会計への地方公会計による補完

税を原資とする自治体の活動
は、住民福祉の向上等を目的と
しており、予算の議会での議決
を通じて、事前統制のもとに置
かれています。

このため、予算の適正・確実
な執行を図るという観点から、
単式簿記による現金主義会計
を採用しています。

単式簿記の自治体会計にない資
産や負債の情報や、現金の移動を
伴わない減価償却費※などのコス
トに関する情報を把握することに
より、自治体会計（現金主義会
計）を補完するものとして整備さ
れました。

自治体会計 地方公会計

補完

※減価償却費…建物・車両・構築物・機械設備などの固定資産の価値

の低下を事前に考え、その額を会計期ごとに見積もる費用のこと。

自治体会計の財政の透明性を高め、説明責任を果たす観点から、単式簿記（お金
の出入りのみ）による現金主義会計を、地方公会計の複式簿記（お金の出入ととも
に財産状況を把握）による発生主義（取引の発生時点）会計が補完しています。
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（１）財務書類の概要 1-3 自治体会計への地方公会計による補完

自治体会計
単式簿記による現金主義会計

地方公会計
複式簿記による発生主義会計

歳入
歳出

黒字

・現金収支しか把握できない
・資産や負債が把握できない

財務書類
貸借対照表

行政コスト及び純資産変動計算書

資金収支計算書

・資産や負債を把握できる
・固定資産台帳の整備
・全国で統一 ⇒ 比較可能

補完
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（１）財務書類の概要 1-4 財務書類の考え方

次に、財務書類はどのような考え方で作っているのかを見ていきます。
以下の考え方に基づき作成しています。

① 複式簿記・発生主義… 現金のやり取りの有無に関わらず、原因となる事
実の発生に基づき、会計記録を行うものです。

② 固定資産台帳の作成… 市が保有している資産の一覧を固定資産台帳とし
て作成することで、市の財産をより正確に把握す
ることができます。
公共施設マネジメントを通じた予算編成等への
活用が可能となります。
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（１）財務書類の概要 1-5 財務書類の相関関係

図にすると、財務書類はそれぞれ密接に関係し、整合性が図られています。

資産 負債

純資産

貸借対照表

業務活動収支 ＋
投資活動収支 ＋
財務活動収支 ＋
前年度末資金残高 ＋
本年度末歳計外現金残高 ＋

資金収支計算書

本年度末現金預金残高

現金預金
経常費用 －
経常収益 ＋
臨時損失 －
臨時利益 ＋

財源 ＋
資産評価差額 ＋
無償所管替等 ＋
前年度末純資産残高 ＋

行政コスト及び
純資産変動計算書

本年度末純資産残高

純行政コスト =
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（１）財務書類の概要 1-6 財務書類の範囲

連
結
財
務
書
類

全
体
財
務
書
類

一
般
会
計
等

財
務
書
類

一般会計

特別会計 葬祭事業 公共用地取得事業 石ヶ谷墓園整備事業

土地区画整理事業清
算金

母子父子寡婦福祉資金
貸付事業

国民健康保険事業 財産区 地方卸売市場事業

介護保険事業 後期高齢者医療事業 病院事業債管理

企業会計 水道事業 下水道事業

関連団体
兵庫県後期高齢者医
療広域連合

明石市立市民病院
(一財)明石市産業振
興財団

明石地域振興開発
(株)

(公財)こども財団

明石市では、様々な会計の財務書類を次の分類で作成しています。

次のページから
一般会計等の財務書類を
使って、もう少し詳しく

説明していきます。
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５．財務書類でみる明石市の財政状況
（２）明石市の財務書類（一般会計等）

具体的に、明石市の資産や負債など財務書類の内容
について見ていきます。
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（２）明石市の財務書類 1-1 貸借対照表

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 2,982億円 固定負債 1,248億円

有形固定資産 2,854億円 流動負債 160億円

無形固定資産 1億円 負債合計 1,408億円

投資その他の資産 127億円 【純資産の部】

流動資産 162億円 純資産合計 1,736億円

資産合計 3,144億円 負債・純資産合計 3,144億円

貸借対照表をみれば、資産、負債、純資産の額が一目でわかります。
・資産の部では、市が所有する学校や道路などの資産の価値をお金で表しています。
・負債の部は、借金（地方債）の返済などのため、将来お金が出ていくことを表し

ています。
・純資産の部は、市税や国・県からの補助金などを表しています。

年度末において
保有している資産

将来返済しなけれ
ばならない債務
（将来の負担）

資産から負債を
控除した額

(過去の負担)

※ 財務書類3表内の各項目は、億円以下を四捨五入しており、項目の合計と一致しない場合があります。 233



（２）明石市の財務書類 1-2 貸借対照表（資産の部）の内訳

【資産の部】 令和３年度 令和４年度 増減額

固定資産 2,983 億円 2,982 億円 0 億円

有形固定資産 2,857 億円 2,854 億円 △ 3 億円

事業用資産 1,731 億円 1,716 億円 △ 16 億円

インフラ資産 1,115 億円 1,130 億円 15 億円

物品 10 億円 8 億円 △ 2 億円

無形固定資産 1 億円 1 億円 0 億円

投資その他の資産 125 億円 128 億円 2 億円

投資及び出資金 74 億円 77 億円 2 億円

長期延滞債権 10 億円 9 億円 △ 1 億円

長期貸付金 4 億円 3 億円 △ 1 億円

基金 36 億円 39 億円 2 億円

流動資産 174 億円 162 億円 △ 13 億円

現金預金 54 億円 43 億円 △ 11 億円

未収金 3 億円 3 億円 0 億円

短期貸付金 1 億円 1 億円 0 億円

基金 116 億円 114 億円 △ 2 億円

資産合計 3,157 億円 3,144 億円 △ 13 億円

庁舎、学校、市営住宅など土地、建物、
工作物等

公園、道路など土地、建物、工作物等

100万円以上の備品など

下水道など企業会計や関係団体などへ
の出資金など

市税など1年を超えて回収されていない
債権

特定の目的の基金の残高

市税など回収されていない債権で、当
該年度に発生した分

1年以内に返済されるもの

1年以内に返済されないもの

財政基金及び減債基金の残高

区分地上権（借地権の一種）
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（２）明石市の財務書類 1-3 貸借対照表（負債・純資産の部）の内訳

【負債の部】 令和３年度 令和４年度 増減額

固定負債 1,285 億円 1,248 億円 △ 38 億円

地方債 1,068 億円 1,033 億円 △ 35 億円

長期未払金 76 億円 75 億円 △ 1 億円

退職手当引当金 139 億円 137 億円 △ 2 億円

その他 2 億円 3 億円 0 億円

流動負債 155 億円 160 億円 5 億円

1年以内償還予定地方債 113 億円 112 億円 0 億円

未払金 1 億円 4 億円 3 億円

賞与等引当金 11 億円 12 億円 1 億円

預り金 28 億円 30 億円 2 億円

その他 1 億円 1 億円 0 億円

負債合計 1,440 億円 1,408 億円 △ 32 億円

【純資産の部】

純資産合計 1,717 億円 1,736 億円 19 億円

負債及び純資産合計 3,157 億円 3,144 億円 △ 13 億円

市債（借金）残高のうち、償還予定が
１年以上先のもの

負担すべき債務のうち、支払予定が
１年以上先のもの

全職員が年度末に自己都合で退職した
場合の退職手当の額

市債（借金）残高のうち、翌年度の償
還予定額

契約保証金や源泉徴収所得税など

職員のボーナスのうち、基準日から各
年度末までの翌年度支払予定額

道路や公共施設などの資産を取得する
ためにこれまでの世代が負担したもの
で、将来返済する必要がないもの

負担すべき債務のうち、翌年度の支払
予定額

資産をどのような財源で賄っているか
を財源ごとに一覧にしたものです 235



（２）明石市の財務書類 2-1 行政コスト及び純資産変動計算書

令和４年度

経常費用 ① 1,144億円

経常収益 ② 48億円

臨時損失 ③ 1億円

臨時収益 ④ 1億円

純行政コスト ⑤＝－①＋②－③＋④ △ 1,096億円

財源 ⑥ 1,116億円

資産評価差額 ⑦ 0億円

無償所管換等 ⑧ 0億円

前年度末純資産残高 ⑨ 1,717億円

本年度末純資産残高 ⑩＝⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨ 1,736億円

行政コスト計算書及び純資産変動計算書では、福祉やごみ処理などの行政サービ
スに要した経費とその対価として得られた収益や、それらにどのような財源を活用
しサービスを行ったのかなどを把握します。

毎年度経常的に発生する費用
（人件費や負担金など）

毎年度経常的に発生する収益
（使用料や手数料など）

臨時的に発生する費用や収益
（資産 除売却損・売却益など）

市税や地方交付税、国県補助金など

資産の評価差額、無償で譲渡や
取得した固定資産の評価額など
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（２）明石市の財務書類 2-2 行政コスト及び純資産変動計算書の内訳①

令和３年度 令和４年度 増減額

経常経費 ① 1,169 億円 1,144 億円 △ 25 億円

業務費用 527 億円 531 億円 4 億円

人件費 213 億円 214 億円 1 億円

職員給与費 174 億円 174 億円 0 億円

退職手当等引当金繰入金等 38 億円 40 億円 1 億円

物件費等 294 億円 293 億円 △ 1 億円

物件費 202 億円 202 億円 0 億円

減価償却費 69 億円 69 億円 0 億円

維持補修費 23 億円 23 億円 0 億円

その他の業務費用 20 億円 24 億円 3 億円

支払利息等 20 億円 24 億円 3 億円

移転費用 642 億円 614 億円 △ 28 億円

社会保障給付 431 億円 404 億円 △ 27 億円

他会計への繰出金 97 億円 101 億円 4 億円

補助金等 114 億円 109 億円 △ 6 億円

職員の人件費

将来支給される退職手当の見込額のう
ち新たに負担すべき金額

消耗品費や委託料、使用料など

建物や道路などを維持管理するための
費用

地方債の支払利息

団体や個人に支払う補助金や負担金な
ど

生活保護や障害福祉、私立保育所等の
運営費などの扶助費等

耐用年数に基づいて計算された建物や
工作物などの価値の減少分

国民健康保険事業や介護保険事業など
の特別会計への繰出金
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（２）明石市の財務書類 2-3 行政コスト及び純資産変動計算書の内訳②

令和３年度 令和４年度 増減額

経常収益 ② 46 億円 48 億円 2 億円

使用料及び手数料 25 億円 25 億円 0 億円

その他 21 億円 23 億円 2 億円

純経常行政コスト (－①+②) △1,123 億円 △1,096 億円 26 億円

臨時損失 ③ 2 億円 1 億円 △ 1 億円

臨時利益 ④ 1 億円 1 億円 △ 1 億円

純行政コスト ⑤(－①+②－③＋④) △1,123 億円 △1,096 億円 26 億円

財源 ⑥ 1,145 億円 1,116 億円 △ 28 億円

税収等 679 億円 700 億円 21 億円

国県等補助金 465 億円 416 億円 △ 49 億円

資産評価差額 ⑦ 0 億円 0 億円 0 億円

無償所管換等 ⑧ 0 億円 0 億円 0 億円

前年度末純資産残高 ⑨ 1,696 億円 1,717 億円 21 億円

本年度末純資産残高 ⑩(⑤＋⑥＋⑦＋⑧＋⑨) 1,717 億円 1,736 億円 19 億円

保育園や市営住宅の使用料、
住民票の交付手数料など

その他経常的収入

全コストから使用料など行
政サービスを利用した人の
負担額、臨時損失、臨時利
益を足し引きした額

市税や地方交付税、寄附金
など

国・県からの補助金・負担
金など

出資金等の評価差額の増減

無償で譲渡または取得した
固定資産の評価額など
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（２）明石市の財務書類 3-1 資金収支計算書

令和４年度

業務活動収支 74億円

投資活動収支 △48億円

財務活動収支 △38億円

本年度資金収支額 △12億円

前年度末資金残高 25億円

本年度末資金残高 13億円

本年度末歳計外現金残高 30億円

本年度末現金預金残高 43億円

地方債に係る現金収支

資金収支計算書とは、現金収支をその性質ごとに区分し、現金の流れの内訳を表し
たものです。

行政サービスに係る現金収支

施設整備や基金運用に係る現金収支
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（２）明石市の財務書類 3-2 資金収支計算書の内訳

令和３年度 令和４年度 増減額

業務支出 1,100 億円 1,075 億円 △ 24 億円

業務費用支出 458 億円 462 億円 4 億円

移転費用支出 642 億円 614 億円 △ 28 億円

業務収入 1,180 億円 1149 億円 △ 32 億円

臨時支出 0 億円 0 億円 0 億円

臨時収入 0 億円 0 億円 0 億円

業務活動収支 81 億円 74 億円 △ 7 億円

投資活動支出 70 億円 76 億円 6 億円

投資活動収入 17 億円 27 億円 10 億円

投資活動収支 △ 53 億円 △ 48 億円 5 億円

財務活動支出 116 億円 116 億円 0 億円

財務活動収入 91 億円 78 億円 △ 13 億円

財務活動収支 △ 25 億円 △ 38 億円 △ 13 億円

本年度資金収支額 3 億円 △ 12 億円 △ 15 億円

人件費や物件費、地方債の利息の
支払など

団体や個人への補助金や負担金の
ほか、他会計への繰出金など

税収や国県補助金など

公共施設等の整備、基金の積立な
ど

地方債の発行による収入

公共施設等の整備に係る国県等補
助金、固定資産の売却、基金取崩
など

災害復旧などの臨時的な支出や臨
時的な収入

地方債の元金の償還など
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５．財務書類でみる明石市の財政状況
（３）財務書類の分析

これまで見てきた財務書類の数値を活用し、各種の
指標で経営状況をわかりやすく説明していきます。
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（３）財務書類の分析 1-1 指標による分析

分析の視点 説明 指標名

資産形成度 将来世代に残る資産はどれくらいあるのか ① 市民一人当たりの資産額
② 資産老朽化比率

世代間公平性 将来世代と現世代との負担の分担は適切か ③ 純資産比率

持続可能性 財政に持続可能性があるのか
（どのくらいの借金があるか）

④ 市民一人当たりの負債額

効率性 行政サービスは効率的に提供されているか ⑤ 市民一人当たり行政コスト

弾力性 資産形成を行う余裕はどれくらいあるか ⑥ 行政コスト対税収等比率

自律性 受益者負担（使用料・手数料など）の水準はどう
なっているのか

⑦ 受益者負担の割合

これまで、財務書類の内容について説明してきましたが、次に財務書類の数値を
活用して指標を算出し、近隣自治体や類似団体と比較することにより、さらに経営
状況をわかりやすく説明していきます。
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（３）財務書類の分析 2-1 市民一人当たりの資産額

市民一人当たりの資産額 ＝
資産額

住民基本台帳人口

105.9 
105.0 

103.9 103.9 103.5 
103.0 

100.0

105.0

110.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4

市民一人当たりの資産額の推移（万円）

市の資産額を市民一人当たりの額にすることにより、実感しやすい情報にするとと
もに、人口規模が異なる他自治体との比較ができるようになります。
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（３）財務書類の分析 2-2 市民一人当たりの資産額（他市比較）
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明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市 中核市平均

※ 比較データはR3を使用しています。（万円）

市民一人当たりの資産額を、近隣自治体及び中核市平均と比較しています。
・明石市は、面積が狭く、コンパクトな住宅都市であるという特性を踏まえて都市
基盤整備を図ってきたことなどにより、市民一人当たりの資産額は低い状況です。

(49.42㎢)面積 ⇒ (557.03㎢) (534.56㎢) (50.71㎢) (99.96㎢) (138.48㎢) (101.8㎢) 244



（３）財務書類の分析 3-1 資産老朽化比率

資産老朽化比率 ＝
減価償却累計額の合計額

償却資産※の取得価額等

49.5
50.8

52.9
54.3

56.2
58.2

40

45

50

55

60

65

H29 H30 R1 R2 R3 R4

資産老朽化比率の推移（％）

資産老朽化比率とは、耐用年数に対して資産の取得から、どの程度経過している
かを把握する指数で、資産の老朽化の状況を表すものです。
・数値が高いほど資産の老朽化が進行していることを示しています。

※ 償却資産…建物や工作物など減価償却できる資産
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（３）財務書類の分析 3-2 資産老朽化比率（他市比較）
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（％）

資産老朽化比率を、近隣自治体及び中核市平均と比較しています。
・明石駅前再開発などの比較的近年に整備された公共施設が、全体の老朽化比率を
改善させたことなどにより、資産老朽化比率は低い状況です。

※ 比較データはR3を使用しています。
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（３）財務書類の分析 4-1 純資産比率

純資産比率 ＝
純資産の合計

資産の合計

53.3 54.0 53.9 53.6
54.4

55.2

50

52

54

56

58

H29 H30 R1 R2 R3 R4

純資産比率の推移

純資産比率とは、資産のうちこれまでの世代の負担により形成されたものの割合
を表すものです。
・数値が高いほど、これまでの世代の負担により将来世代も利用可能な資産が形成
されてきたことを示しています。

（％）
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（３）財務書類の分析 4-2 純資産比率（他市比較）
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（％）

純資産比率を、近隣自治体及び中核市平均と比較しています。
・明石市は、資産が少ないことや、臨時財政対策債の残高の増加が負債合計を押し
上げており、純資産比率を引き下げる要因となっています。

※ 比較データはR3を使用しています。
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（３）財務書類の分析 5-1 市民一人当たりの負債額

市民一人当たりの負債額 ＝
負債額

住民基本台帳人口

49.4 
48.2 47.9 48.2 

47.2 
46.1 

40.0

45.0

50.0

55.0

H29 H30 R1 R2 R3 R4

市民一人当たり負債額の推移（万円）

負債額を市民一人当たりの額にすることにより、実感しやすい情報にするととも
に、人口規模が異なる他自治体との比較ができるようになります。
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（３）財務書類の分析 5-2 市民一人当たりの負債額（他市比較）
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（万円）

市民一人当たりの負債額を、近隣自治体及び中核市平均と比較しています。
・近隣中核市との比較では平均的な水準となっています。

※ 比較データはR3を使用しています。
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（３）財務書類の分析 6-1 市民一人当たりの行政コスト

市民一人当たりの行政コスト ＝
純行政コスト

住民基本台帳人口
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市民一人当たりの行政コストの推移（万円）

行政コスト計算書で算出される行政コストを市民一人当たりの額にすることによ
り、行政活動の効率性を測定することができます。
・類似団体等と比較することにより、効率性の度合いを評価することができます。
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（３）財務書類の分析 6-2 市民一人当たりの行政コスト（他市比較）
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（万円）

市民一人当たりの行政コストを、近隣自治体及び中核市平均と比較しています。
・明石市は、近隣市と同程度の水準です。

※ 比較データはR3を使用しています。
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（３）財務書類の分析 7-1 行政コスト対税収等比率

行政コスト対税収等比率 ＝
純経常行政コスト

税収等＋国県等補助金
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110.0
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行政コスト対税収等比率の推移（％）

（年度）

純経常行政コストに対する税収等の比率をみることにより、行政コストがどれだ
けその年の税金等で賄われたかを把握することができます。
・100%を超えると過去から蓄積した資産が取り崩されたか、または翌年度へ引き
継ぐ負担が増加したことを示しています。
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（３）財務書類の分析 7-2 行政コスト対税収等比率（他市比較）
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（％）

行政コスト対税収等比率を、近隣自治体と比較しています。※類似団体平均はありません。

・本市も含め近隣自治体では100％を超える市もあり、社会保障関係経費等の増加に
より、その年度の税収等のみでは賄いきれない状況となりつつあります。

※ 比較データはR3を使用しています。
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（３）財務書類の分析 8-1 受益者負担の割合

受益者負担の割合 ＝
経常収益

経常費用
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受益者負担の割合の推移（％）

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者
負担の金額であり、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に
対する利用者負担の割合を算出することができます。
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（３）財務書類の分析 8-2 受益者負担の割合（他市比較）
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（％）

受益者負担の割合を、近隣自治体及び中核市平均と比較しています。
・明石市民を対象に、パピオスあかしの親子交流スぺ―ス「ハレハレ」や明石海浜
プール、天文科学館、文化博物館などの公共施設の利用料を無料化しているほか、
施設利用料等を据え置いており、低い値となっています。

※ 比較データはR3を使用しています。
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５．財務書類でみる明石市の財政状況
（４）公共施設の配置

さらに明石市の公共施設について、抱える現状と課
題について、説明していきます。
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（４）公共施設の配置 1-1 公共施設とは

施設

(ハコモノ)
インフラ 公共施設

学校

市営住宅

市役所庁舎 等

道路

橋りょう

上下水道管 等

明石市の計画においては、明石市が保有する財産（動産と不動産）のうち、「施設
（ハコモノ）」と「インフラ」を合わせて「公共施設」と総称しています。
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（４）公共施設の配置 1-2 計画の策定状況

時期 項目 備考

2013（H25）.5 明石市公共施設白書の策定

2015（H27）.3 明石市公共施設配置適正化基本計画（H27～R6）の策定
公共施設等総合管理計
画に相当

2017（H29）.3 明石市公共施設配置適正化実行計画の策定 個別施設計画に相当

2022（R4）.3 明石市公共施設配置適正化基本計画（追補版）の策定
国からの通知を受け、
計画内容を追加・修正

明石市では、老朽化が進む公共施設を計画的に維持管理するため、公共施設配置
の適正化に関する計画等の策定及び改訂を以下のとおり進めてきました。

259



明石市公共施設配置適正化基本計画
(H27~R6)

明石市公共施設配置適正化実行計画
(H29~R6)

（４）公共施設の配置 3-1 公共施設の抱える現状と課題 ①

現行の「明石市公共施設配置適正化計画」においては、公共施設配置適正化を推進
していくにあたり実効性を高めるため、以下の数値目標を設定しています。

数値目標

○４０年間で施設総量３０％縮減
○２０年間で施設総量１５％縮減

数値目標

○１０年間で施設総量を概ね３％縮減

【実行計画の数値目標設定について】
・実行計画の実施にあたっては、各施設の取組について市民に丁寧に説明、意見交換する時間が必要。
・40年後を見据える中で、実行計画の期間はまだ耐用年数を迎え、使用できなくなる施設は少ない。

⇒40年後、20年後の縮減目標の達成に向け、まずは最初の10年間で施設総量の概ね3％縮減を行う。
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（４）公共施設の配置 3-2 公共施設の抱える現状と課題 ②

計画において施設総量（延床面積）縮減の数値目標を掲げている中で、実際の明石
市の施設（ハコモノ）の増減は以下のとおりとなりました。

831,309 

849,656 

861,121 861,849 
856,349 855,768 

870,688 

877,496 878,537 878,972 

872,141 874,368 876,573 

800,000

820,000

840,000

860,000

880,000

900,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

あかねが丘学園
売却による減少

パピオスあかし内の公共施設（あかし市民図書
館など）及び西部学校給食センターによる増加

あかし動物センター及び東部
学校給食センターによる増加

（㎡）

あかし斎場旅立ちの丘の
火葬場による増加

明石こどもセンター
による増加

中核市移行

「明石市公共施設配置適正化基本計画」の計画期間

システム更新による
管理面積の減少

261



（４）公共施設の配置 3-3 公共施設の抱える現状と課題 ③

中核市移行や明石駅前再開発等により、数値目標は達成できていませんが、市が保
有する土地や建物について、公共施設配置適正化に向けて以下の取組を行いました。

中核市移行

公共施設配置適正化に向けた主な取組内容 年度

高齢者大学校あかねが丘学園の学習拠点を生涯学習センターに機能移転 H28

市営大窪住宅の用途廃止の方針を公表 ※令和９年３月末廃止予定 H29

あかねが丘学園の売却 R2

あかし斎場旅立ちの丘に指定管理者制度を導入 R2

少年自然の家管理宿泊棟の利用停止 R3

明舞、江井島、高丘サービスコーナーの運用見直し（週２回の開所に縮小） R4

高齢者ふれあいの里をすべての市民が利用できる地域共生型施設へ転換 R5
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（４）公共施設の配置 3-4 公共施設の抱える現状と課題 ④

各市の公共施設配置適正化計画に記載されている施設総量（延床面積）をR5時点の
市民一人当たりの施設総量比較は以下のとおりです。

2.7 

5.5 

3.5 
4.1 

3.3 
2.7 2.9 

明石市 神戸市 姫路市 尼崎市 西宮市 加古川市 宝塚市

0

2

4

6

8

10（㎡）
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（４）公共施設の配置 3-5 公共施設の抱える現状と課題 ⑤

市が保有する300以上の施設（ハコモノ）を用途別に延床面積で分類すると、学校
教育系施設が約半分を占めており、次いで公営住宅の順となっています。

学校教育系施設

44.1%

公営住宅

16.8%

行政系施設

6.0%

市民文化系施設

5.3%

子育て支援施設

5.3%

下水道施設 4.5%

産業系施設 4.4%

供給処理施設 3.2%

保健・福祉施設 2.8%
その他施設 2.2% スポーツ・レクリエーション系施設 1.9%

社会教育系施設 1.7%

上水道施設 1.4%

公園 0.3%

医療施設 0.1%

※施設カルテ（平成28年度調査）より分類

施設区分別
保有状況
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（４）公共施設の配置 3-6 公共施設の抱える現状と課題 ⑥

市が保有する300以上の施設（ハコモノ）を建築年で分類すると、1970年代に建築
した施設が最も多く、次いで1980年代に建築した施設の順になっています。

1960年代（S35年～S44年）

6.8%

1970年代（S45年～S54年）

37.2%

1980年代（S55年～H1年）

23.5%

1990年代（H2年～H11年）

21.8%

2000年代（H12年～H21年）8.1%

2010年以降（H22年～H24年） 1.6%

※明石市公共施設白書
（平成23年度末データ）で分類

建築年別
保有状況
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（４）公共施設の配置 3-7 公共施設の抱える現状と課題 ⑦

施設グループ 資産老朽化比率（%）

公立保育所 62.6

公立幼稚園 70.9

公立認定こども園 75.3

小学校 58.7

中学校 58.7

明石養護学校 72.7

明石商業高等学校 75.6

小学校区コミセン 70.6

中学校区コミセン 70.2

就学前施設や学校、コミセンの資産老朽化比率は市
全体と比較して高い水準にあります。

高度経済成長を背景に人口増加に伴う行政需要に対
応するため、1970～1980年代に設置した施設の多
くで老朽化が進んでおり、施設と同時期に整備され
た道路等のインフラと合わせて、安全面の確保や市
民生活に影響が起きないよう計画的な更新が必要な
状況です。

例えば子どもたちの通う就学前施設や学校、コミセンの老朽化の状況はどうなって
いるのだろう？

資産老朽化比率は、近隣市と比較すると低い数値になっていましたが、施設種別
ごとに詳細を見ていくと課題が見えます。
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（４）公共施設の配置 3-8 公共施設の抱える現状と課題 ⑧

42,163 40,552 41,858 42,055 42,548 42,893 

190,326 183,771 182,510 182,743 182,352 182,923 

60,992 73,018 79,219 79,530 79,938 80,045 

H22 H27 R2 R3 R4 R5

年齢３区分別人口（住民基本台帳人口ベース）

14歳以下 15歳～64歳 65歳以上

人口減少社会の中、明石市の人口は増加傾向にあり、こどもの人数は直近で増加に
転じていますが、緩やかに高齢化も進んでいる状況です。
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（４）公共施設の配置 3-9 公共施設の抱える現状と課題 ⑨

これまでのパートで財政に関する様々なデータをご紹介しましたが、それらを組み
合わせて明石市の公共施設の状況を少し深く分析します。

総務省は公共施設の今後のあり方を検討していく際に「資産老朽化比率」と「将来負担比率」の数値を
組み合わせて分析することを推奨しています。

ここで改めて「資産老朽化比率」と「将来負担比率」の意味を確認しましょう。

資産老朽化比率 ：市が保有する資産を取得してからの経過年数を表す指標。
比率が高いほど法定耐用年数に近く、老朽化が進んでいる。

将来負担比率 ：市が現在抱えている負債の大きさを表す指標。
比率が高いほど将来的に財政が圧迫される可能性が高い。

268



（４）公共施設の配置 3-10 公共施設の抱える現状と課題 ⑩

２つの指標を組み合せることで、将来の負担を総合的に捉えることができ、自治体
のおかれている状況を正確に把握することができます。

Ａ：老朽化対策より、財政健全化を優
先すべき

Ｂ：財政健全化を進めながら、老朽化
対策に取組むべき

Ｃ：施設の更新経費を含めて、将来の
財政負担は少ない

Ｄ：将来負担の増加に配慮しながら、
老朽化対策も必要

【組合せ分析の例】

Ａ
将来負担すべき借金
額が多いが、施設は
比較的新しい。

C
将来負担すべき借金
額が少なく、施設も
比較的新しい。

D
将来負担すべき借金
額は少ないが、施設
は古い。

B
将来負担すべき借金
額が多く、施設も古
い。

将
来
負
担
比
率

(

％)

資産老朽化比率 (%)
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（４）公共施設の配置 3-11 公共施設の抱える現状と課題 ⑪

R3の時点では、他市と比較して明石市が特に老朽化が進んでいるわけでなく、また
将来負担すべき借金額が多いわけでもありません。

0

25

50

75
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40 45 50 55 60 65 70 75 80

将
来
負
担
比
率

(

％)

資産老朽化比率 (%)

C
将来負担すべき借金額
が少なく、施設も比較
的新しい。

B
将来負担すべき借金額が多く、施設も古い。

D
将来負担すべき借金額は少ないが、施設は古い。

明石市 加古川市

宝塚市

尼崎市

西宮市

姫路市

A
将来負担すべき借金額
が多いが、施設は比較
的新しい。

神戸市

有形固定資産減価償却率：56.2％
将来負担比率 ：22.0％
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（４）公共施設の配置 3-12 公共施設の抱える現状と課題 ⑫

老朽化している公共施設の更新費用を検討するにあたり、すべての施設を維持する
には莫大な費用がかかりますので、「長寿命化」の考え方がポイントとなります。

長寿命化とは

施設の機能や性能の劣化の有無や兆候・状態を把握し、劣化を予測した上で、
計画的に適切な保全を行い、機能停止などを未然に防ぐ「予防保全」を行うこと
で、施設の寿命を延ばし、財政負担の縮減・平準化に取り組むことを指します。

公共施設の更新とは

老朽化に伴い機能が低下した公共施設を取り替え、同程度の機能に再整備する
ことを指します。

具体的には、大規模改修や施設の建替及びインフラの取替等のことを言いま
す。
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（４）公共施設の配置 3-13 公共施設の抱える現状と課題 ⑬

既存の施設（ハコモノ）すべてを維持する場合の更新費用を試算した場合、長寿命
化を図る前提でも年間約48.5億円が不足する見込みです。

更新費用（長寿命化せず）
約104.5億円/年 更新費用（長寿命化あり）

約82.5億円/年

H17~H21の平均更新費用
約34億円/年

「明石市公共施設配置適正化基本計画（追補版）」より

対応不可

施設のみ（億円）

約48.5億円
の不足
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（４）公共施設の配置 3-14 公共施設の抱える現状と課題 ⑭

施設（ハコモノ）に加え、道路等のインフラを併せて公共施設全体の更新費用を試
算した場合においても、長寿命化を図る前提で年間約23億円が不足する見込みです。
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施設 インフラ

更新費用（長寿命化せず）
約197億円/年 更新費用（長寿命化あり）

約153億円/年

H17~H21の平均更新費用
約130億円/年

「明石市公共施設配置適正化基本計画（追補版）」より

施設＋インフラ（億円）

約23億円
の不足
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（４）公共施設の配置 3-15 公共施設の抱える現状と課題 ⑮

【施設総量の縮減に対してはこんな反対意見も…】

愛着のある地元の施設がなく
なるのは寂しい。

地震など災害時の避難所とし
ての役割はどうするのか？

利用者の少ない公共施設を活
用した公民連携の新しい取組
はできませんか？

公共施設は人と人のつながり
を創出できる場所。

・明石市は「小学校区単位のまちづくり」をこれまで進めてきました。
・公共施設の果たすべき役割を今一度見直したうえ、多角的な視点で今後の公共施
設配置適正化の方針を検討していく必要があります。

課題に対応するため「施設総量の縮減」を目標に掲げていますが、公共施設は市民
の暮らしを支える施設で、施設本来の設置目的以外にも様々な役割があります。
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（４）公共施設の配置 4-1 今後の予定 ①

計画の体系
「あかしSDGs推進計画（明石市第６次長期総合計画）」

計画期間：2022（R4）～2030（R12）

「みんなでつくる財政白書」

計画期間：2024（R6）～ 2033（R15）

「（仮称）明石市公共施設配置適正化計画」

※現在の基本計画と実行計画を統合

整合

連動

最上位計画

公共施設配置適正化計画の計画期間終了を受け、「みんなでつくる財政白書」と連
動した新たな公共施設配置適正化計画を今後策定する予定です。

275



（４）公共施設の配置 4-2 今後の予定 ②

公共施設配置適正化計画

②社会的要因

・少子高齢化
・人口減少
・新たな価値観、多様性

①財政・公共施設のデータ

・今後の収支見込み
・施設の老朽度合い
・施設の更新に要する費用

③配置適正化の取組手法

・長寿命化
・施設の廃止、複合化等
・産官学連携

市民が求める行政サービスは何か。

市民が安心して住みたい、住み続けたいと思うまちの実現に向けて、公共施設の果たすべき役割は何か。

計画策定にあたっては、以下の要素を踏まえて、今後の公共施設配置適正化の方針
を検討していきます。
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６.今後の財政収支見込み
（１）これまでの取組
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明石市では、平成26年度から令和5年度までを計画期間とする「明石市財政健全化
推進計画」を策定し、財政運営を取り巻く環境が厳しさを増す中でも、収支均衡を基
本とする持続可能な財政構造の構築に向けて着実に取り組んできました。

（１）これまでの取組 1-1 財政健全化推進計画の取組と結果①

計画策定当時（Ｈ26年度） Ｒ5年度末現在

・人口減少と少子高齢化の進展
・歳入減少、歳出増加の傾向
・基金を取り崩す財政運営が続く

３基金※残高
最大H7：174億円、H21:69億円まで減少

・「こどもを核としたまちづくり」などの取組により、
11年連続の人口増加
・中核市移行（H30）や児童相談所設置（R1）等の行財
政運営上の環境の変化
・市税･地方交付税の増加等に伴い収支均衡の財政運営

１．計画策定当時と現在の行財政運営上の変化

２．計画期間の目標と見込み
計画の目標 目標の達成見込み

10年間での収支均衡
10年後の３基金残高70億円を確保

３基金残高
R5末見込み：119億円

※３基金・・・財政基金、減債基金、特別会計等財政健全化基金
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（１）これまでの取組 1-2 財政健全化推進計画の取組と結果②

主な取組項目 Ｒ5年度 決算見込み

人件費の削減

・正規（職員数・人件費）
H25 1,995人 222億円 ⇒ R5 1,767人 209億円
(中核市移行に伴う増員数、人件費を除く)

・手当の見直し 削減総額 H26～R5：△64億円
地域手当、持家住居手当、特殊勤務手当 退職手当、時間外勤務削減の取組

歳入の確保

・市税等の主な債権徴収率（現年度分）
市税、国民健康保険料、介護保険料、下水道使用料等の主な債権
平均徴収率 H25:97.72％ ⇒ R5:99.072％

・ふるさと納税促進に伴う寄附金の受入拡大 H29:0.05億円 ⇒ R5:6.6億円

土地等の売却
・JT跡地 売却額66.8億円 購入費36.1億円 売却益＋30.7億円
・旧あかねが丘学園跡地 売却額10.0億円
・その他土地・建物の売却 H26～R5(10年間)合計：18.3億円

土地の貸付
・公園用地の一部を保育所用地として貸付、未活用市有地の貸付等

H26～R5(10年間)合計：8.2億円

公共施設配置の適
正化

・ 少年自然の家：今後のあり方を地域と意見交換し管理宿泊棟の利用停止
(R3~: △0.5億円/年)  跡地の活用等は、地域との協議中

・明舞・江井島・高丘のサービスコーナーを週５日開所から週２日に見直し(R4) 等 279



（１）これまでの取組 1-3 財政健全化推進計画の取組と結果③

主な取組項目 Ｒ5年度 決算見込み

市有施設の包括管
理

・第1期 H30～R4 132施設から開始し168施設まで拡大
・第2期 R5～R9 本庁舎等を追加し170施設に拡大。

事業規模は開始当初の２倍に拡大（Ｈ30: 3.7億円 ⇒ Ｒ5: 7.7億円）
（△0.5億円/年：施設所管課職員7名減）

公共施設の照明
LED化

公共施設に順次導入し、電力使用料及びCO₂排出量を削減
・道路・公園(△0.7億円/年 道路H28～ 公園R2～)
・教育施設(△0.8億円/年 R4～)
・本庁舎を除く庁舎・指定管理・消防施設(△1億円/年 R5～)

電力・ガスの一括
調達

・複数施設の電力、ガスの一括入札により電力等使用料を削減
（電気の削減総額 H29～R4：△7億円 ガスの削減総額 H30～R4：△1億円）
※R5については、エネルギー価格の高騰により、入札による一括調達が出来ず。

民間委託の推進
・指定管理者制度の導入：卸売市場(H27)、斎場(R2)、ゆりかご園(R3)
・給食調理業務、ごみ収集、水道・下水道包括管理の委託を拡大

３．主な取り組み

※計画の取り組み項目の「受益者負担の適正化」については、こどもを核としたまちづくりの観点から、公共施設利用料の無料化など、
計画策定時と市の施策の方向性が変わったこともあり、取り組みには至っていません。 280



（１）これまでの取組 2 財政健全化推進計画における収支見込み

財政健全化推進計画では、普通会計の一般財源ベースで見込んでいます。
・10年間の累積収支不足額（収支差引額(1)-(2)）115億円を見込んでいました。

(単位：億円)

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

611 596 600 601 602 606 610 611 613 615 

402 398 401 402 398 401 402 398 400 402 

148 133 134 134 139 140 143 148 148 148 

地方交付税 (99) (98) (99) (99) (104) (105) (108) (113) (113) (113)

臨時財政対策債 (49) (35) (35) (35) (35) (35) (35) (35) (35) (35)

61 65 65 65 65 65 65 65 65 65 

616 607 613 610 620 624 622 620 623 625 

人件費 179 175 172 168 169 164 165 159 160 159 

75 77 79 82 84 87 90 93 96 99 

11 11 11 11 11 11 11 11 11 11 

111 104 108 110 115 118 117 117 116 115 

臨時財政対策債 (23) (25) (27) (30) (33) (35) (38) (40) (41) (42)

その他 (88) (79) (81) (80) (82) (83) (79) (77) (75) (73)

20 21 21 16 16 16 16 16 16 16 

116 119 120 119 121 123 123 124 124 124 

119 120 122 124 124 125 120 120 120 121 

5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

△ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 △ 20 

△ 5 △ 11 △ 13 △ 9 △ 18 △ 18 △ 12 △ 9 △ 10 △ 10  累積△115億円

5 11 13 9 18 18 12 9 10 10 

74 63 50 41 23 5 △ 7 △ 16 △ 26 △ 36 

その他

年度

歳入合計(1)

市税

地方交付税

その他

歳出合計(2)

扶助費

子育て関連経費

公債費

投資的経費

繰出金

予算執行残見込額

収支差引額(1)-(2)

基金取崩見込額

基金残高見込額

財政基金積立金
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（１）これまでの取組 3 各決算における収支状況

Ｈ26年度決算から令和5年度決算見込みを表にしています。
・10年間の累積収支は△115億円から＋67億円へと182億円改善しています。

(単位：億円)

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5見込 備考

624 636 642 640 722 673 697 753 747 752 

406 405 416 414 426 440 436 437 447 462 事業所税 H30:4   R1~:16~17

148 145 138 131 149 147 152 196 179 180 

地方交付税 (99) (97) (94) (86) (96) (102) (108) (149) (150) (163) 地方交付税：Ｒ3:国勢調査人口の増加による増 、追加交付

臨時財政対策債 (49) (48) (44) (45) (53) (45) (44) (47) (29) (17) Ｒ4~:コロナ禍からの市税回復に伴う減少

70 86 88 95 147 86 109 120 121 110 H30:JT跡地68　R2:あかねが丘学園跡地10

613 615 629 639 721 677 680 741 748 756 

人件費 175 176 175 176 176 176 183 183 185 182 Ｒ2~:会計年度任用職員制度の導入による科目変更による増 

75 75 81 85 89 93 94 98 102 110 

11 11 15 21 22 23 25 32 34 42 ①医療費18  ②保育料6  ③給食8  ④おむつ1  ⑤その他9

107 99 101 99 102 106 108 115 115 116 

臨時財政対策債 (22) (24) (26) (29) (31) (34) (37) (38) (41) (42)

その他 (85) (75) (75) (70) (71) (72) (71) (77) (74) (74) 土地開発公社清算に伴う市債の償還Ｈ26~Ｒ5: 9

18 19 12 9 44 7 8 18 13 10 H30:JT跡地 36

113 116 120 123 125 126 123 125 128 129 

109 116 117 121 129 143 137 161 165 163 H30~:中核市移行　R1~:児童相談所設置

5 3 8 5 34 3 2 9 6 4 H30:JT跡地 32

11 21 13 1 1 △ 4 17 12 △ 1 △ 4 累積＋67億円

5 0 0 5 5 8 0 0 8 4 

75 78 86 86 115 110 112 121 119 119 

繰出金

歳出合計(2)

扶助費

子育て関連経費

公債費

投資的経費

年度

歳入合計(1)

市税

地方交付税

その他

財政基金積立金

収支差引額(1)-(2)

基金取崩額

基金残高

その他
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（１）これまでの取組 4 基金残高見込みと実績

財政健全化推進計画における基金残高見込みと各年度末の基金残高のグラフで
す。
・継続的な人口増加に伴い、市税や地方交付税をはじめとする一般財源が増加し、
子育て支援などの取組に対する財源が確保できたこと、さらに財政健全化の取組な
どを通じて、３基金残高は、119億円（Ｒ5）となっています。

74 
63 

50 
41 

23 

5 
△7

△16 △26 △36

75 78
86 86 115 110 112

121 119 119

△40

△20

0

20

40

60

80

100

120

H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

計画の基金残高見込額 各年度の基金残高
（億円）

155億円の改善
※土地等の売却59を含む
・JT跡地売却額－購入費 31
・旧あかねが丘学園跡地 10
・その他 18
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６.今後の財政収支見込み
（２）今後の人口推計
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今後の人口を推計するにあたり、これまでの人口の推移を振り返ります。

（２）今後の人口推計 1 これまでの人口の推移

40,643 40,357 40,447 40,872 41,415 41,774 42,055 42,433 42,746 43,164 

184,409 183,131 182,223 182,835 183,183 183,088 182,743 182,425 182,681 183,414 

72,456 74,516 76,081 77,424 78,479 79,037 79,530 79,991 79,977 80,182 

297,508 298,004 298,751 301,131 303,077 303,899 304,328 304,849 305,404 306,760

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6

0~14歳 15~64歳 65歳以上
（人）

※住民基本台帳人口 各年1月1日時点
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（２）今後の人口推計 2-1 人口推計の方法①

今後の財政収支を見込むにあたり、重要となってくるのが市の人口推計です。
・人口推計をどのように見込むかにより、地方交付税など一般会計の歳入に大きな

影響があります。
⇒ 今後の人口を見込むにあたり、①市による目標的な人口推計と、②国による過去

の傾向に基づく人口推計の２パターンを確認し、それに基づき今後の財政収
支を見込みます。

① 市による目標的な人口推計
・あかしＳＤＧｓ推進計画（市）の人口推計（2022(令和4)年 3月時点）

② 国による過去の傾向に基づく人口推計
・国立社会保障・人口問題研究所（国）による地域別の人口推計（2023(令和5

)年12月公表）
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（２）今後の人口推計 2-2 人口推計の方法②

① あかしSDGｓ推進計画(市)の人口推計
・将来にわたり持続可能なまちを実現するため、2030(令和12)年に人口30万人を維持する

とともに、長期的にも人口減少のスピードをできる限り緩やかにし、人口構造の安定化
を図るという目標的な性質があります。

・人口動態（社会動態(転入ー転出)及び自然動態(出生－死亡)）
2021年(R3)~2030年(R12) 平均約600人/年の人口増加
実績：人口が増加し始めた2013年(H25)~2024年(R5) 平均928人/年の人口増加

② 国立社会保障・人口問題研究所（国）
・2020(令和2)年10月1日の国勢調査人口を基準として、明石市の過去からの傾向

や全国推計を基に計算した将来の生残率、移動率、子ども女性比などの仮定値を
当てはめて、将来人口を推計したものです。
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（２）今後の人口推計 3 過去の人口動態の推移

11年連続
人口増加

H25~R5平均
928人/年

増加

合計 男 女 男 女 男 女 合計 男 女 男 女 男 女

R5 1,356 △554 △303 △251 1,386 1,346 1,689 1,597 1,910 944 966 6,264 5,799 5,320 4,833

R4 555 △745 △396 △349 1,316 1,280 1,712 1,629 1,300 531 769 5,931 5,573 5,400 4,804

R3 521 △323 △228 △95 1,350 1,384 1,578 1,479 844 219 625 5,585 5,227 5,366 4,602

R2 429 △323 △215 △108 1,382 1,310 1,597 1,418 752 308 444 5,839 5,278 5,531 4,834

R1 822 △295 △165 △130 1,409 1,287 1,574 1,417 1,117 599 518 6,162 5,558 5,563 5,040

H30 1,946 △53 △14 △39 1,464 1,355 1,478 1,394 1,999 1,090 909 6,436 5,689 5,346 4,780

H29 2,380 △34 △54 20 1,380 1,350 1,434 1,330 2,414 1,166 1,248 6,558 5,921 5,392 4,673

H28 747 6 △81 87 1,347 1,366 1,428 1,279 741 359 382 5,749 5,199 5,390 4,817

H27 496 △57 △107 50 1,333 1,319 1,440 1,269 553 230 323 5,795 5,250 5,565 4,927

H26 505 2 △40 42 1,310 1,260 1,350 1,218 503 143 360 5,604 5,136 5,461 4,776

H25 456 29 △65 94 1,305 1,322 1,370 1,228 427 191 236 5,737 5,167 5,546 4,931

H24 △256 204 76 128 1,399 1,293 1,323 1,165 △460 △108 △352 5,632 4,924 5,740 5,276

H23 △288 127 △3 130 1,356 1,289 1,359 1,159 △415 △265 △150 5,560 4,965 5,825 5,115

H22 △344 174 △13 187 1,339 1,330 1,352 1,143 △518 △434 △84 5,437 4,981 5,871 5,065

H21 828 364 156 208 1,435 1,369 1,279 1,161 464 251 213 6,097 5,356 5,846 5,143

H20 367 419 149 270 1,396 1,345 1,247 1,075 △52 △55 3 6,080 5,331 6,135 5,328

H20-R5
平均

658 △66 △81 15 1,369 1,325 1,451 1,310 724 323 401 5,904 5,335 5,581 4,934

年
人口
増減数

自然動態 社会動態

自然増加数 出　生 死　亡 社会増加数 転　出転　入
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次は、各人口推計による2050年までの年齢区分別人口を表したグラフです。

（２）今後の人口推計 4 年齢区分別人口の推計

41,159 42,812 44,055 45,711 47,980 49,286 49,602 

180,779 182,571 183,034 178,314 171,063 167,706 166,314 

81,663 81,618 82,503 84,755 89,051 90,009 90,014 

303,601
307,001 309,592 308,780 308,094 307,001 305,930

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

2020(R2) 2025(R7) 2030(R12) 2035(R17) 2040(R22) 2045(R27) 2050(R32)

① 市の人口推計
0~14歳 15~64歳 65歳以上（人）

※ 2020(R2)は、いずれも10/1国勢調査人口

41,159 41,300 38,813 36,180 35,290 34,266 32,637

180,779 179,611 175,766 169,312 158,144 149,589 142,174

81,663 84,527 86,058
89,130

93,814
94,991

95,017

303,601 305,438 300,637 294,622
287,248

278,846
269,828

0

50,000
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150,000

200,000
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300,000

350,000

2020(R2) 2025(R7) 2030(R12) 2035(R17) 2040(R22) 2045(R27) 2050(R32)

② 国の人口推計（明石市）
0~14歳 15~64歳 65歳以上（人）
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さらに、各人口推計による年齢区分別人口の構成割合を表したグラフです。

（２）今後の人口推計 5 年齢区分別人口の構成割合の推計

13.6% 13.5% 12.9% 12.3% 12.3% 12.3% 12.1%

59.5% 58.8% 58.5% 57.5% 55.1% 53.6% 52.7%

26.9% 27.7% 28.6% 30.3% 32.7% 34.1% 35.2%
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2020(R2) 2025(R7) 2030(R12) 2035(R17) 2040(R22) 2045(R27) 2050(R32)

② 国の人口推計（明石市）
0~14歳 15~64歳 65歳以上

13.6% 13.9% 14.2% 14.8% 15.6% 16.1% 16.2%
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2020(R2) 2025(R7) 2030(R12) 2035(R17) 2040(R22) 2045(R27) 2050(R32)

① 市の人口推計
0~14歳 15~64歳 65歳以上

※ 2020(R2)は、いずれも10/1国勢調査人口
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次に、市の推計と国の推計の差を表したグラフです。
・大幅な人口の減少は、労働力の低下や地域活動の担い手の減少となり、地域経済
の停滞を招く恐れがあります。
・今後、人口減少をできる限り緩やかにし、人口構造の安定化を図ることが求めら
れます。

（２）今後の人口推計 6 市と国の推計の差

0 1,563
8,955 14,158

20,846
28,155

36,102

307,001 309,592 308,780 308,094 307,001 305,930

303,601 305,438 300,637 
294,622 

287,248 
278,846 

269,828 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

220,000

240,000

260,000

280,000

300,000

320,000

2020(R2) 2025(R7) 2030(R12) 2035(R17) 2040(R22) 2045(R27) 2050(R32)

推計の差 市の推計 国の推計

（人） （人）
国勢調査推計人口：Ｒ6.6  306,294人
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６.今後の財政収支見込み
（３）今後の財政推計
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（３）今後の財政推計 1 現状と今後の収支見込みの策定目的

明石市財政を取り巻く状況
・明石市では、「こどもを核としたまちづくり」などの明石のまちの魅力を高める積極的

な取組により、人口は11年連続して増加し、財政面では、市税や地方交付税などの財源
確保をはじめ、財政健全化推進計画に基づく取組などにより、収支均衡を基本とした財
政運営を行ってきたところです。

・今後は、少子高齢化の進展などに伴う社会保障経費の増加をはじめ 、市役所本庁舎の建
替えや新ごみ処理施設の整備など老朽化した公共施設の改修等の財源として借り入れる
市債の支払いが多額となり、財政運営に影響があります。

・中長期の視点で財政運営上の課題を把握することが求められ、歳出削減に取り組むだけ
ではなく、財政効果が期待できる施策に、積極的に取り組む枠組みの構築など、将来を
見据えて持続可能な財政運営を確立する必要があります。

今後の収支見込みの策定目的
・今後見込まれる扶助費等の社会保障経費をはじめ、大規模投資などを考慮した中長

期の財政状況を見込むことにより、財政上の課題を明らかにし、予算編成等を検討
する際の材料とし、また財政運営上の健全性を担保するための指針とします。
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（３）今後の財政推計 2 対象範囲と計画期間

・今後の収支見込みの共通事項①
１．対象範囲

「一般会計」を対象の範囲とします。
２．計画期間

「10年間（令和６年度~令和15年度）」とします。

現在は人口が増加している明石市ですが、将来的には他自治体と同様のトレンド
として、人口は減少するものと想定されます。

そのため、今後の収支見込みにおいて、特に国勢調査人口の増減により、地方交
付税の算定額に大きな差が見込まれるため、以下の人口推計の２パターンで見込む
こととします。
① あかしSDGｓ推進計画（市）による人口推計
② 国立社会保障・人口問題研究所（国）による人口推計
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（３）今後の財政推計 3-1 今後の収支見込みの前提条件（歳入）

・ 収支見込みの共通事項②
以下の前提条件をもとに、令和6年度当初予算をもとに｢一般財源ベース｣で試算

（歳入）費目 推 計 方 法

１ 市税

・Ｒ6：定額減税(個人市民税1万円)による減少△14億円
（⇒その他：定額減税の国補填分+14億円）

・市民税(個人・法人)：令和6年1月に内閣府が経済財政諮問会議に提出した「中長期の
経済財政に関する試算」のベースラインケースの名目経済成長率により試算

前年度の見込額（個人市民税・法人市民税）×名目経済成長率
【R7:1.7％ R8:1.0%  R9:0.9%  R10:0.8%  R11~R14:0.7%  R15:0.6%】

・固定資産税：評価替え(3年に1度土地や家屋の評価を適正な価格に評価し直すもの)によ
る減（R9,R12,R15）を反映

・事業所税：人口30万人以上が見込まれるため、同額で試算

２ 地方交付税
・普通交付税：市税の増加分の75％の減額、扶助費や繰出金の法定経費の増加分、公債費
の地方交付税措置による増減分を考慮

３ 臨時財政対策債 ・R6以降、同額

４ その他
・Ｒ6：定額減税の国補填分+14億円
・前年度収支が黒字の場合、前年度からの繰越金を反映
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（３）今後の財政推計 3-2 今後の収支見込みの前提条件（歳出①）

（歳出）費目 推 計 方 法

１ 人件費

・正規職員、再任用職員、任期付・会計年度任用職員等の人件費：
一人当たり人件費に人数を掛け合わせ、さらに給与改定等の影響額を考慮

・退職手当：60歳定年年齢の65歳までの引き上げ（2年に1歳の段階的引き上げ）
定年退職金がある年とない年を繰り返す（定年退職金がない年：R7・R9・R11・R13）

２ 扶助費 ・過去5年間の平均から毎年4億円の増加

３ 子育て関連経費
・①医療費16億円 ②保育料(第2子)6億円 ③給食(中学・幼稚園等)8億円

④おむつ１億円 ⑤児童手当の高校生拡充分(市単独R6のみ) など

４ 公債費

・新ごみ処理施設：Ｒ8~Ｒ12 総額420億円（うち市債254億円） 公債費：年最大14億円
・市役所新庁舎 ：Ｒ6~Ｒ10 総額170億円（うち市債154億円） 公債費：年最大8億円
・消防新中崎分庁舎 ：Ｒ5~Ｒ7 総額14億円（全額市債） 公債費：年最大1億円
・その他の公共施設の財源として、市債を毎年50億円借り入れた場合の公債費を試算

上記の公債費の条件で市債の借入を行った場合の市債残高

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 備考

1,119 1,133 1,192 1,172 1,172 1,244 1,304 1,264 1,222 1,183 

　借入額 (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8) R6の当初予算の8億円で借入を継続

　返済額 (41) (41) (41) (41) (40) (39) (38) (35) (33) (30)

(452) (419) (386) (353) (321) (290) (260) (233) (208) (186)

(72) (98) (145) (68) (91) (163) (151) (50) (50) (50)

　返済額 (56) (51) (53) (56) (59) (60) (61) (63) (67) (67)

(667) (714) (806) (819) (851) (954) (1,044) (1,031) (1,014) (997)

市債残高

年度

臨時財政対策債残高

その他残高

　借入額
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（３）今後の財政推計 3-3 今後の収支見込みの前提条件（歳出②）

（歳出）費目 推 計 方 法

５ 投資的経費

・市債発行の抑制：人件費の定年年齢の段階的引き上げに伴い定年退職金の支給がない年
度（R7・R9・R11・R13)は、一般財源の平準化のため、地方交付税措置のない市債発行
を抑制し、一般財源で支出する。

退職手当と投資的経費のトータルを同額とする（Ｒ6~Ｒ13）

６ 繰出金
・特別会計、企業会計、市民病院への繰出金
（介護保険と後期高齢者医療で、過去5年間の平均から毎年2億円の増加）

７ その他の経費
・物件費や維持補修費、補助費等の経費
・図書館管理運営経費：二見(R6～)・西明石(R8～見込) 計2億円
・新ごみ処理施設基金への積立 R6~R10：21億円の積立

８ 方針等が未確定
の投資的事業

・市民病院:建物及び設備で300億円と想定した場合(スケジュール等が決まり次第、反映)
市負担150億円 30年借入:5億円/年の公債費(うち2.5億円の地方交付税措置)

・卸売市場:具体的な方向性が決まり次第、必要に応じて収支見込みに反映
・小中学校、幼稚園、保育所等の公共施設については、来年度の公共施設配置適正化計画
の改定において、公共施設のあり方や配置適正の進め方について、検討していきます。
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（３）今後の財政推計 4 市の人口推計に基づく今後の収支見込み

あかしSDGｓ推進計画（市）の人口推計に基づく収支見込みです。

・5年に1度の国勢調査人口
に基づく地方交付税の算定
⇒ 過去の国勢調査の実績値
(影響額)人口1人あたり10万円

（以下が、市と国の２パター
ンの人口推計の相違点）

（Ｒ8 ~Ｒ12 地方交付税）
・30万3千人 ⇒ 30万7千人

4千人の人口増 ⇒ ＋4億円

（Ｒ13~Ｒ17 地方交付税）
・30万7千人 ⇒ 31万人

3千人の人口増 ⇒ ＋3億円
＋4億円 ⇒ ＋7億円

(＋3億円)

(単位：億円)

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

737 744 759 766 767 774 778 783 789 787 

451 470 474 475 478 482 483 485 489 488 

168 169 176 180 183 185 187 193 195 194 

地方交付税 (160) (161) (164) (168) (171) (173) (175) (178) (180) (179)

国勢調査人口 (4) (4) (4) (4) (4) (7) (7) (7)

臨時財政対策債 (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8)

118 105 109 111 106 107 108 105 105 105 

742 740 753 765 765 771 779 785 797 796 

人件費 199 189 201 191 201 191 202 191 204 200 

うち退職手当 (13) (3) (14) (3) (13) (3) (14) (3) (16) (13)

110 114 118 122 126 130 134 138 142 146 

37 34 34 34 34 34 34 34 34 34 

103 98 102 107 110 111 113 115 120 117 

臨財 (42) (42) (42) (42) (41) (40) (39) (36) (35) (31)

新ごみ (0) (0) (0) (0) (1) (1) (4) (10) (14) (14)

庁舎・中崎 (0) (0) (1) (5) (8) (9) (9) (9) (9) (9)

その他 (61) (56) (59) (60) (60) (61) (61) (60) (62) (63)

9 19 8 19 9 19 8 19 9 9 

129 130 132 131 133 134 136 138 140 142 

155 156 156 158 152 151 151 150 148 148 

0 0 2 3 0 1 1 0 0 0 

△ 5 4 6 1 2 3 △ 1 △ 2 △ 8 △ 9 

5 0 0 0 0 0 1 2 8 9 

114 114 116 119 119 120 120 118 110 101 

※見込みには決算不用額20億円を含む

基金取崩見込額

基金残高見込額

財政基金積立金

収支差引額(1)-(2)

その他

年度

歳入合計(1)

市税

地方交付税

その他

歳出合計(2)

扶助費

子育て関連経費

公債費

投資的経費

繰出金
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（３）今後の財政推計 5 国の人口推計に基づく今後の収支見込み

国立社会保障・人口問題研究所（国）の人口推計に基づく収支見込みです。

（Ｒ8 ~Ｒ12 地方交付税）
・30万3千人 ⇒ 30万5千人

2千人の人口増 ⇒ ＋2億円

（Ｒ13~Ｒ17 地方交付税）
・30万5千人 ⇒ 30万1千人

４千人の人口減 ⇒ △4億円
＋2億円 ⇒ △2億円

(△４億円)

※市税のうち事業所税について
・事業所税の課税団体の条件(①or②) 
① 5年ごとの国勢調査人口が30万人

以上であること
② 1月1日時点の住民基本台帳人口が

30万人以上であること
・国の推計では、R13頃に住民基本台

帳人口が30万人を切ることが見込
まれていますが、R12の人口は
300,637人と30万人以上となり、
R13からも市税に事業所税を含めた
収支見込みとなっています。

(単位：億円)

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

737 744 757 762 764 770 773 774 780 778 

451 470 474 475 478 482 483 485 489 488 

168 169 174 178 181 183 185 184 186 185 

地方交付税 (160) (161) (164) (168) (171) (173) (175) (178) (180) (179)

国勢調査人口 (2) (2) (2) (2) (2) (△ 2) (△ 2) (△ 2)

臨時財政対策債 (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8) (8)

118 105 109 109 105 105 105 105 105 105 

742 740 753 764 765 770 778 785 797 796 

人件費 199 189 201 191 201 191 202 191 204 200 

うち退職手当 (13) (3) (14) (3) (13) (3) (14) (3) (16) (13)

110 114 118 122 126 130 134 138 142 146 

37 34 34 34 34 34 34 34 34 34 

103 98 102 107 110 111 113 115 120 117 

臨財 (42) (42) (42) (42) (41) (40) (39) (36) (35) (31)

新ごみ (0) (0) (0) (0) (1) (1) (4) (10) (14) (14)

庁舎・中崎 (0) (0) (1) (5) (8) (9) (9) (9) (9) (9)

その他 (61) (56) (59) (60) (60) (61) (61) (60) (62) (63)

9 19 8 19 9 19 8 19 9 9 

129 130 132 131 133 134 136 138 140 142 

155 156 156 158 152 151 151 150 148 148 

0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 

△ 5 4 4 △ 2 △ 1 0 △ 5 △ 11 △ 17 △ 18 

5 0 0 2 1 0 5 11 17 18 

114 114 116 116 115 115 110 99 82 64 

※見込みには決算不用額20億円を含む

その他

基金残高見込額

年度

歳入合計(1)

市税

地方交付税

その他

繰出金

財政基金積立金

収支差引額(1)-(2)

基金取崩見込額

歳出合計(2)

扶助費

子育て関連経費

公債費

投資的経費
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（３）今後の財政推計 6 今後の収支見込みと財政運営上の課題

財政運営上の課題
・収支見込みでは、歳入に関しては、人口推計のみならず、国の地方財政措置や、社会経済情

勢の変化など、現時点で捕捉できない項目もあります。一方、歳出に関しては、市役所本庁
舎の建替えなどの大型投資をはじめ、扶助費等の社会保障経費もこれまでの推移等を踏まえ
て計上しており、今後の新たな施策等を除いて、堅実に見込んでいます。

・今後も、少子高齢化等の進展に伴い扶助費や繰出金などの社会保障経費が増加することが見
込まれますが、多くは国の財政措置のある法定経費であり、直ちに財政の持続性が問題とな
ることはありません。

ただし、毎年の財政状況を把握する上では、事業実施と財源をワンセットで考え、収支へ
の影響を注視していく必要があります。

・庁舎等の投資的経費に多額の市債の借入が必要となるため、公債費は徐々に増加し、令和
14年度にピークを迎えます。

土地開発公社清算の際に借り入れた市債の支払い(H26~R5:９億円/年)が終了してお
り、ここ数年は公債費の負担が比較的小さい時期であるため、令和14年度までに、減債
基金などの基金を積み立て、必要時に取り崩せるよう備える必要があります。
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（３）今後の財政推計 7 2つの人口推計に基づく収支見込みの基金残高の差

市と国の人口推計に基づく今後の収支見込みの基金残高見込みのグラフです。
・市の人口推計に基づく収支見込みでは、公債費がピークを迎えるR14以降も基金の取り

崩しをある程度抑えることができます。一方、国の人口推計に基づく収支見込みでは、
大きな基金の取り崩しが必要となり、70億円を割り込む見込みとなります。

・今後も「選ばれるまち」としての重点的な取組の継続をはじめ、将来にわたり誰もが住
みたい住み続けたいまちを目指した取組による市民サービスの向上が必要となります。

・令和13年度頃までは、いずれの収支見込みにおいても、100億円程度の基金残高を確保
できると考えていますが、その後は基金の減少が見込まれるため、選択と集中により、
収支均衡と将来負担の軽減を図り、持続的な財政運営を確立する必要があります。

114 114 116 119 119 120 120 118 110 

101 
116 115 115 110

99

82
64
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120

Ｒ6 Ｒ7 Ｒ8 Ｒ9 Ｒ10 Ｒ11 Ｒ12 Ｒ13 Ｒ14 Ｒ15

市の人口推計 国の人口推計

（億円）

37億円の差
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６.今後の財政収支見込み
（４）今後の財政運営の目標

と取組方針
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（４）今後の財政運営の目標と取組方針 1 目標と期間

今後の財政運営の目標の設定とその対象期間
・財政健全化推進計画（10年間：H26~R5）からの継続性や連続性を持たせるため、期間を
「10年間（令和6年度~令和15年度）」とし、財政運営の目標を以下のとおりとします。

目 標 の 設 定

① 財政基金残
高70億円以上
の確保

東日本大震災や熊本地震など、災害を通じて制度化された、国の手厚い財政措置が見
込まれますが、災害発生時には一時的に多額の財源確保が必要となります。
・熊本地震では、各自治体の災害対応に必要な財政基金が、標準財政規模の10%程度

であったことや、総務省が適正としている10%から20％を目途に基金残高を確保す
る必要があります。

・少なくとも財政基金残高が70億円（標準財政規模の10%）を割り込むことがないよ
う財政運営を行っていきます。

② 3基金残高の
合計を概ね100
億円の確保

上記、災害対応に加え、新たな財政需要や市税収入の減少などに伴う年度間の収支不足に対応
するため、10年後における財政基金を含めた3基金残高の合計を概ね100億円程度の確保を目指
します。

標準財政規模（660億円:R4決算）

財政基金（70億円）標準的な状態で通常収入さ
れると想定されるお金 = 10.6%
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（４）目標と取組方針 2 財政運営の取組方針

「財政健全化」から「健全な財政運営」へ
・これまでの「財政健全化」の視点も踏まえつつ、財政規律を保った「健全な財政運営」を行う

ため取組方針を以下のとおり定め、将来にわたり持続可能な財政構造を構築していきます。
・具体的な取組は、社会情勢の急激な変化に合わせて、スピード感を持って立案し、実行してい

く必要があり、健全な財政運営の行うための考え方や主な取組事例をまとめています。

(1)未来志向の対話と共創
社会情勢の変化に即応し、行政課題に的確に対応していくためには、前例踏襲ではなく、未来志

向で、挑戦する行政へと変化する必要があり、職員が創意工夫を重ね、直面する行政課題に果敢に
挑戦する組織づくりを進めます。

(2) まちづくりを支える歳入の確保
持続可能な財政基盤を構築するため、市税や公有財産の有効活用などにより財源を確保し、市民

サービスの向上につながる取組を進めます。

(3) 将来を見据えた持続可能な財政構造の確立
公共施設の配置適正化をはじめ、市債の適切な活用などにより、将来を見据えた過度な将来負担

とならない持続可能な財政運営を進めます。 304



（４）目標と取組方針 3-1 取組方針及び主な取組①

(1) 未来志向の対話と共創
① 多様な主体との連携

・民間提案制度など産官学共創による課題解決を図る取組を推進
・広域等連携強化による県や近隣自治体とのスケールメリット（選択肢増、ターゲッ

ト層、発信力の強化）を活かせる業務の推進
②「選ばれるまち」を目指した未来に向けた枠組みの構築

・未来に向けて好循環を生み出す施策への重点化
限られた財源を把握した上で、地域経済の発展や、未来に向けた好循環を生み出
す施策への重点的な投資や、SDGｓ未来安心都市・明石の実現に向けた経済・社
会・環境の三側面を踏まえ、ハード・ソフトの両面で、将来的に財政効果が期待
できる施策に取り組む枠組みの構築などによる好循環の確立

③ 挑戦できる体制づくり（ボトムアップ意識の醸成）
・新たな発想を持ち積極果敢に挑戦する職員の育成と、これを後押しする風土の醸成

や体制の整備
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（４）目標と取組方針 3-2 取組方針及び主な取組②

(2) まちづくりを支える歳入の確保
① 市税収入等の確保

・今後も「選ばれるまち」であり続けるための施策の推進
人口を維持するだけでなく今後も増加していくための取組や、明石の魅力を積極

的にPRしていくことで、多くの人から選ばれ続けるまちづくりの推進を図る
・市税徴収率の向上

滞納を未然防止するための期限内納付の推進や、滞納整理による税収の確保
② 未活用地の売却・普通財産の貸付など公有財産の有効活用
③ 多様な手法による自主財源の確保

・広告料収入の拡大（市有施設など）
・ふるさと納税（個人）、企業版ふるさと納税など寄附金のさらなる獲得
・基金の運用の拡大

保有現金の状況に留意しつつ、資金の安全かつ有利な運用を図る
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（４）目標と取組方針 3-3 取組方針及び主な取組③

(3) 将来を見据えた持続可能な財政構造の確立
① 公共施設の配置適正化

・公共施設配置適正化計画の改定（R7~）に基づく将来負担の低減
施設の有効活用(廃止、転用、複合化、集約化)や、計画的な施設の改修による
長寿命化、ライフサイクルコストの縮減

② 公共施設の整備における民間の資金・経営能力や技術の活用
・民間の資金、経営能力や技術を最大限活用した効率的な施設整備や管理運営

③ 財政負担の平準化など中長期の視点による財政運営
・計画的な市債の借入や基金の活用

市役所本庁舎の建替えなど老朽化した公共施設の改修に多額の市債の借入が見込
まれる中、計画的な借入や地方交付税措置ある市債を活用し、さらに財政負担の
平準化のため減債基金の積立など中長期の視点による財政運営の確立

④ デジタル技術の活用等による歳出削減や、事務事業のスクラップ・アンド・ビルドの
徹底
・自治体DXの推進による業務の効率化と時間外勤務の削減などによる歳出削減や、事

務事業の必要性や優先順位を踏まえたスクラップ・アンド・ビルドの徹底
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（４）目標と取組方針 4 フォローアップ

（目標達成に向けたフォローアップ）
・今後の収支見込みにおける財源不足の対応については、予算編成段階における歳出削減

や、予算執行段階における職員の創意工夫による節減をはじめ、新たな財源確保策など
に取り組み、基金残高を確保していく必要があります。

そのため以下の進め方により、今後の財政運営に対する取組を進めていきます。
① 収支見込みを毎年度公表

今後の収支見込みについては、社会情勢や国・県の動向などにより変動するため、毎
年度作成し、2月下旬の当初予算案を市議会へ上程する際の予算資料とあわせ公表し、
財政上の課題の見える化や、財政運営上の健全性を担保することとします。

② 財政状況に応じた取組の見直し
目標に対して、今後の収支見込みの基金残高が大きく下回ることがあれば、財政健

全化の取組など、新たな取組方針を設定することとします。
③ 目標や取組方針の検証

取組方針の見直しが必要な場合や期間終了後に、目標や取組方針の検証を行い、次
の財政運営の指針となる新たな目標などを設定することとします。
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